
1. はじめに

1-1. 研究背景・目的

　児童数の減少や施設の老朽化、市町村合併を原因に

適正規模・適正配置を目的とした統廃合が進んでいる。

平成 27 年には新しい手引が公表され、その動向は今

後一層加速すると考えられる。しかし、各自治体の財

政の合理化や地域社会への公共的負担の軽減政策を背

景に、スケールメリットを追求することに留まり、ハー

ド・ソフト面の学校環境の充実といった統廃合の本質

的意義や立地・規模・地域事情・文化歴史等に配慮さ

れない統廃合が散見される。

　そこで本研究では統廃合を阻止した学校かつ、学校

単体として最も持続することが困難だと考えられる極

小規模校（5 学級以下で構成される複式学級を持つ小

学校）を対象に、小規模校存続のための論理、小規模

性を活用した学校活動のあり様、学校を拠点とした地
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域活動の持続と発展を実証的に解明し、統廃合阻止プ

ロセスの知見を得ることを目的とする。

1-2. 研究方法

　対象事例は「全国市区町村教育委員会における小中

学校の適正規模や適正配置等に関する政策動向－学校

統廃合答申類の分析（国立教育政策研究所）」や全国

へき地教育研究連盟に加入する小学校から選出を行っ

た。学校長や教育委員会、地域団体へ統廃合阻止の実

態に関するヒアリング調査を実施した［表 1］。NK に

ついては 2009 年に広島工業大学栗崎真一郎准教授が

行ったヒアリングデータを参照した。

2. 統廃合阻止プロセスの実態

2-1.NS 小学校について［図 1］

　NS は現在の校舎に改築が行われた当時より小規模

で、地域と学校の共同行事が盛んに行われていた。ま

た、市の中でも過疎化が深刻に進む地域で市営住宅の

建設があり、多くの移住者が移り住む。しかし平成 11

年に町合併が行われ、平成 14 年に適正配置計画が発

表され、NS は統廃合の対象となる。発表に対して危機

感を抱いた地域は自治会長連合を母体に郷づくり協議

会を発足させ、学校存続の意識づけや地域のあり方に

ついて議論を重ねる。

　NS では保護者が学校存続を望むことを根拠に審議委

員会の協議の中で反対運動を行う。郷づくり協議会を

設立し、公募委員として審議委員会に参加することが

できたためこのような反対方法が取られている。「学

力に対する心配はなく、小規模性ならではの教育が実

践されており、現時点で魅力ある学校ができている」

「20km になる通学距離は子どもにとって適正なのか」

といった保護者の意見を郷づくり協議会が中心となっ

て取りまとめて議論を行った。審議委員会は保護者が

適正配置を望まないため見送りとする判断を下し、平

成 21 年には市長から自分の任期中は統廃合は実施し

ないとの宣言がある。

2-2.OB 小学校について［図 2］

　OB 地域は有数のみかん産地で、住民の多くが 2-3 世

代で暮らし、U ターン者として子育て世代の存在があ

る。学校設立時から完全複式であるため、古くから小

規模同士での小小連携や小中連携、複式教育の研究、

地域との関わりを持つ学校運営が行われてきた。現在

の祖父母世代は小規模、親世代は複式授業で育ったた

め、複式授業で育つのがこの地域の特徴と考えており、

保護者には共通して小規模や複式に対する抵抗が少な

い。平成 13 年に校舎の建て替えを訴えかけるために

地域から有志が集まり、校舎建築委員会を発足させる。

翌年には校舎建築委員会と保護者の間で小学校存続に

ついての協議会を開き、保護者の意見を元に小学校は

存続させるという結論で一致する。これは以前から OB

にて充実した小規模校教育が実践されてきた成果であ

る。その後、校舎建築委員会は早急な新校舎建設のた

めに尽力を尽くし、平成 16 年には学校隣接地の地権

者の協力を得て、新校舎の建設用地が確保される。地

域と保護者には子どもたちに安心安全な校舎を建てて

あげたいという共通した思いが高まる。しかし平成 17

年に市町村合併が行われ、平成 21 年に適正配置計画

が発表され、OB は統廃合の対象となる。

　OB では計画に対して、保護者が学校存続を望んでい

ることを根拠に、統廃合ではなく早急な校舎建設を訴

える。地域で学校を見守っていく決意、地域唯一の公

共施設である学校は地域づくりに必要不可欠であるこ

とを文書を通して教育委員会に伝える。文書提出は校

舎建築委員会を中心に行い、3 度目の提出時に市長か

ら統廃合は行わない旨の宣言がある。

2-3.KT 小学校について［図 3］

　町村合併後、KT 地域では当時から小規模であった小

学校の存続に危機感を感じ、小学校存続対策協議会を

発足させ、児童数確保を目的に若者の定住促進活動を

開始する。また、移住者や地元の若手が 20 年ぶりに

地域の祭りを復活させるなど地域活動の変化が起こり

始める。しかし、平成25年に適正配置計画が発表され、

KT は統廃合の対象となる。並行して地域では本格的に

地域づくりを行うために存続対策協議会を母体に NPO

法人 KT 未来会議を発足させる。地域の空き家利活用

を始め、続けてきた若者の定住促進活動により一層力

を入れる。

　KT では現方針ではなく対案の小中一貫校として統廃

合を実施することを望んでいる。これは未来会議が

行った住民アンケートをきっかけに、保護者目線であ

る子どものための教育と、地域目線である地域に学校

を残したいという両者の願いが一致し、実現できる唯

一の方法として提案している。未来会議を中心に文書

や質問状の提出を行うが計画変更には及ばず、地域で

は新たに小中一貫校調査会を結成し独自の調査を始め

る。平成 27 年には統合後使用校舎の改修を止めるた

めに行政訴訟を行い、統廃合計画の一部変更に至る。

2-4.NK 小学校について

　NK は平成 5 年に校舎の改築を行う。子どもたちのた

めに良い校舎を作ろうと地域住民や保護者が他県の校

舎見学を行い、完全複式に対応した木造の校舎を建設

する。また、平成6年には小規模のデメリットを克服し、

物怖じしない児童を育てたいという思いで全学年を対

象に当時の職員が和太鼓の練習を始める。平成 12 年

には一定の児童数確保を目的に、特認校認定を受け、

翌年には 8 名の転入学がある。しかし平成 15 年に適

正配置報告書が発表され、NK は統廃合の対象となる。

　NK では、立派な校舎があること、特長ある和太鼓の

取り組みがあること、特認校制度で児童数が確保され

ていることに対して満足していた保護者の意見を根拠

に反対運動が行われる。文書提出を行い協議を重ねる

が計画変更には及ばず、休校決定を推進する教育委員

会に対して弁護士会から休校決定は違法であるとの旨

の勧告書を提出する。それを受け、教育委員会は休校

延期の決定を行う。

2-5.TT 小学校について

　TT は平成 7 年に校舎の改築を行う。当時から児童数

が 80 名ほどの小規模校で、小規模同士での小小連携

や小中連携、地域との関わりを持つ小規模性を活かし

た学校運営が行われてきた。しかし平成 17 年に市町

村合併が行われ、平成21年に適正配置計画が発表され、

TT は統廃合の対象となる。

　TT では現時点の保護者の意見を根拠に地域委員会の

協議の中で反対運動を行う。SS 市の取り組みで計画発

表後に地域委員会が開かれるためこのような反対方法

が取られている。「今後 5 年間は児童数が横ばいであ

ること」「現在の少人数教育に満足している」といっ

た保護者の意見を受け、地域委員会は保護者が適正配

置を望まないため 5 年間凍結の判断を下す。

3. 統廃合阻止に伴う学校と地域活動の変化の実態

3-1. 統廃合阻止までの変化

　適正配置計画発表を期に、学校と地域活動は活発化

する。従来の活動を継続し発展させることや、子ども

や地域のために新たな取り組みに挑戦し始める。

3-1-1. 学校活動の変化

　NS では学校長が複式克服を目的に北っ子メソッドと

呼ぶ独自の教育手法を開始する。児童が学ぶ過程を教

員が補助するガイド学習（北っ子授業）により、自ら

学びを行う習慣をつける。また、朝のドリル学習（ス

キル学習）・スキル学習の検定（北っ子検定）・教員が

放課後に学習補助を行う放課後学習により徹底した支

援で基礎学力の定着を行う。放課後学習は小学校がへ

き地に立地し、近くに学習塾がないことから、教員が

自主的に取り組んでいる。さらに読書タイムやスピー

チタイムで本を読む習慣づけや、発表力の向上も行い、

小規模性を活かしたきめ細やかな教育を実践する。ま

た NK においては 1 人学級の学年では同年代の友達づ

くりや対話ができないといった課題を乗り越えるため

に、学校長の工夫で他市の極小規模校と合同で授業を

する小小連携の活動を行うようになる。

　統廃合阻止プロセスの中で保護者が現時点での学校

教育に対して満足しているため、学校活動は以前から

行う極小規模性を活かした活動を継続させる例が多

い。OB では教員が不完全な提示を出して仕掛けを作り

先導するユニバーサルデザインの授業を古くから研究

し、実践されている。また、NKでは和太鼓活動を継続し、

学外コンテストで幾度も優秀賞を受賞し、現在では特

徴ある活動の 1 つになっている。

　学校は児童が卒業すると保護者と疎遠な関係にな

る。学校長は保護者や地域との関わりを継続するため

に、新しい教員の赴任時に地域へ挨拶を行うことや、

学校だよりを通して行事の目的を伝えることで積極的

な関わりを求めるなどの工夫を行っている。

　教員は統廃合プロセスに直接的な関わりを持たない

ため、学校活動は変化が生まれにくい状態にある。し

かし、NS のように教員が主体的に独自の教育手法を行

うことや NK のように小規模性の克服を行うと、保護

者や地域の学校教育に対する評価が上がり、地域活動

や学校地域間連携活動の変化を誘発させる。

3-1-2. 地域活動の変化

　適正配置計画の発表は「学校を残さなければならな

い気持ち」をより一層に強くする。地域住民は廃校に

なると過疎化を引き起こし、地域の活性化が厳しくな

ると考え、統廃合反対を行うために新たな地域団体を

発足させる。地域団体は従来の自治会枠を超えた小学

校区で形成され自治会同士の結束を強くする。学校は

PTA に頼み難い内容を地域団体に依頼できることや、

学校活動で地域との連携を図りたい時に、以前は誰に

相談を行えば良いかわからなかったが、地域団体が集

約して相談を受けられる関係が出来る［3-1-3］。

　また、地域団体は学校存続という共通の目標を持ち、

強く団結する。その活動は学校存続の活動だけでなく、

地域を活性させ持続させていこうと言った活動に展開

する。KT では児童数確保のため子育て世代に限定して

定住を促進する活動が行われる。6 年間で 16 世帯 60

名の移住の実績を作り、その資金を元に入学祝い金を

贈呈する取り組みが行われる。この成果は行政にも認

められ、新たに移住者用の若者住宅団地を整備する取

り組みへと発展する。

　活動を進める中で、地域団体は課題に直面する。OB

では新しく移住者を受け入れる際に上手に関係を作り

従来の考え方を変えなければならないといった不安

や、KT,NS では設立した地域団体を引き継ぐ存在を育

成するために若者世代をさらに巻き込んでいかなけれ

ばならないといった地域固有の課題が見えてくる。

3-1-3. 学校地域間連携活動の変化

　地域団体は学校と地域を繋ぐ新たな存在になる。積

極的に学校との連携を行い、地域で子どもたちを守り

育てていく事に取り組む。KT では新しく 3 つの学校地

域間連携行事が始まる。「やまゆりの里づくり活動」

では以前は PTA が行っていたやまゆりを管理する役割

を地域団体が担うようになった。「和紙作り活動」で

は地域の伝統である和紙を復活させるため、地域団体

と学校が協力し苗植えから和紙作りを行う新たな取り

組みを開始した。「川遊び活動」においても同様に地

域団体と学校が協力し高度な技術を持つ地域住民が講

師となることで教員の負担を地域が担っている。

　TT においても、年間を通して 60 名程の地域住民が

講師として児童たちとこんにゃく作りやひょうたんづ

くりを行う「ふるさと学習」や、昔あそびやゲートボー

ルを行う「老人クラブとの交流会」といった新たな学

校と地域の関わりが始まる。上記の活動は小規模であ

るが故、またこれまでに築いてきた学校と地域の関係

があるからこそ取り組むことができ、魅力ある授業を

形成し、児童は貴重な経験を得ることが出来る。

　学校地域間連携活動で多くの変化が生じているのは

統廃合反対運動を行う中で地域が学校を支えていこう

と決断し、積極的に学校と関わりを作ろうとしている

ためである。地域の人材や環境など地域資源を活かし

た取り組みは、学校独自の取り組みとなり、新たな個

性を作り出している。

　また、運動会や学習発表会のような元は学校の行事

であったが児童数と共に活気の減少が感じられ、その

克服のために地域が関わりを持つ行事や、神社や地域

でのお祭りのような元は地域の行事であったが、地域

学習を行うことを目的に学校が関わりを持つ行事は、

何十年と行事が継続する中で学校と地域の共同行事と

して位置づけられたため全ての行事が継続している。

3-2. 統廃合阻止後の変化

　学校と地域活動の活発化は統廃合阻止後も継続して

行われる。NS では以前から続く学校と地域の密な関わ

りがある環境を活かし、更に関係を発展させるために

コミュニティ・スクール事業に取り組み、公開授業や

研究授業を始める。また、長年続くあいさつ運動に携

わる地域のおばあちゃんを表彰し、新聞に掲載すると

いった学校と地域の関係を継続させる工夫が行われ

る。NK では HP を通して少人数教育の成果を公表する

ことが行われる。和太鼓や水泳大会の受賞記録を発信

し、特認校制度による転入学児童を集める。

　KT や NS のように地域団体が発足し、積極的にまち

づくり活動を実践する地域は更なる変化が生まれる。

未来会議は高齢者生活支援サービスを始め、自立した

地域づくりに挑戦している。郷づくり協議会は学校存

続以外に地域を考える 4 つの部会を持ち、地域の神社

を登録有形文化財に指定するなどの変化を起こす。

4. 統廃合阻止の要因

　統廃合阻止の要因と学校・地域活動の変化が与える

影響を図 4,5 に示す。

4-1. 地域自治体の要因

①極小規模教育の魅力形成

　地域は学校で行われる授業に直接的な関わりを持ち

にくいと考えている。計画の発表を受け、地域がクラ

ブ活動やふるさと学習といった形で主体的に積極性を

持って学校行事に関わることや、神社の祭りや地域の

行事に子どもを呼び込み、地域で子どもを育てる実践

を行うことで、極小規模教育の魅力を作っている。

②学校を中心とした地域づくりの実践

　学校は過疎地域において独自の文化を守る象徴的な

建築としての価値を持ち、学校の消滅は地域コミュニ

ティの核の消失を意味する。そのため、地域ぐるみで

取り組む運動会や学習発表会を丹念に継続させること

や、NS のあいさつ運動のように学校を中心とした地域

づくりや地域活性化を発展させること、もしくは KT

のように取り組み始めようとする兆しを作ることで、

学校と地域の関係性を高めている。

4-2 保護者の要因

③複式教育の受け入れ、極小規模教育の評価

　適正配置計画では複式教育は教育の機会均等が図ら

れておらず、様々な活動に制限を生み、切磋琢磨する

機会が少ないと述べられている。しかし、保護者が参

観日等で複式授業を見学し「発表の機会が多く、授業

を自分で進行している (NK)」というように標準規模校

では行えない取り組みが行われていると判断すること

や、「中学校で生徒会長をやったり、バレー部でキャ

プテンをやったりと小規模だからこそ育つリーダー

シップがある (NS)」というように卒業生の活躍を実感

し小規模であるが故に育つ力があると判断することが

評価に繋がっている。保護者がこのような判断を行う

には、学校環境や小規模性を活かした独自の教育を行

う学校活動の取り組みが大きく関わっている。

④適正配置計画を行う長所と短所

　極小規模校はへき地に位置することが多く、統合を

行った場合に通学距離と時間が大幅に伸びることがあ

り、NS では 20km になる距離を適正ではないと判断し

ている。また、統廃合を行うと先生の目が行き届かな

くなることや、登校拒否やいじめといった問題が起こ

るのではないかといった標準規模校に対する不安を感

じており、統廃合を行うメリットよりもデメリットの

ほうが大きい構図が作られている。

4-3. 共通した要因

⑤主体的な存在

　調査を行った 5 事例中 4 事例では適正配置計画発表

前後に地域団体が発足している。地域団体は学校や地

域の存続に危機感を感じて設立され、反対運動を中心

的に行う存在になる。地域団体は保護者や地域を取り

まとめる存在でもあり、OB,KT のように計画発表以前

に発足すると検討委員会と並行して学校の存続や地域

のあり方について協議し、統廃合推進に対して準備を

行うことができる。また、計画発表時に文書を提出す

るなど即時に対応することができる。

⑥共通した学校存続の願い

　適正配置計画に対して、地域は学校を存続させると

統廃合反対の考えを持つが、保護者には子どもの教育

を考えると極小規模校の環境が良いのかそれとも標準

規模の環境が良いのかといった葛藤がある。また、地

域にも自分たちの身勝手な思いで統廃合阻止を進めて

良いのかといった葛藤がある。両者の意見は地域団体

が協議会やアンケートを行う中で集約し、地域の願い

に保護者の願いを合わせて学校存続という共通した思

いをつくっている。

⑦持続性の創出

　入学者 0 人が続くと学校の運営が制限されるため、

NK では特認校制度を利用して児童数を確保し、学校に

持続性をもたらしている。また、OB では U ターン者、

KT,NS では定住促進団地に I ターン者として子育て世

代を定住させ、児童数確保だけでなく今後の地域の担

い手を育てている。また、地域団体が新たな拠点を作

り、夏祭り復活などの実践的な成果を上げ、地域が活

動的になる兆しをもたらす。地域が変化する実感が、

地域団体の原動力となり、また新たな変化を創り、地

域の持続性を創出している。

⑧場所的価値の向上

　へき地に立地する学校は地域の中で大規模かつ公共

的な建築である。学校は全ての自治会が共有し、祭事

や地域行事を行える唯一の場である。計画発表は学校

の価値を再認識させ、地域が学校行事に関わることや

新たな共同行事を始めるといった変化は、教育的価値

の向上だけでなく、学校の持つ公共的な価値の向上に

も繋がっている。NK,TT は学校改築時に保護者や地域

が携わっており、思い入れが強く自信のある学校がつ

くられている。

5. 結論

　統廃合を行わない決断は新しい学校づくりへと展開

する。みかん産業と密接な関わりをもつ学校 / 和太鼓

に取り組む学校 /NPO が守る学校 / 地域と共同運営す

る学校 / 年間 60 名の地域住民が講師になる学校、と

いったように独自の取り組みを行うことが学校に個性

を生み出している。北っ子メソッドやあいさつ運動の

ように小規模であるが故のきめ細やかな教育や機動力

を活かした地域との関わりはデメリットを積極的にメ

リットに変えており、そのような魅力ある学校づくり

は極小規模校の存続の道を示している。

　新しい学校づくりは地域活動にも影響を与える。適

正配置計画は地域に危機感をもたらし、団結力を生み

出す。そうして誕生する地域団体は統廃合反対運動だ

けでなく、やまゆり活動やふるさと学習など新たな学

校との関わりを始める。さらに若者定住促進活動や高

齢者支援などの地域存続のための取り組みを行い、新

たな地域づくり・地域自治のあり方を示している。

　学校統廃合は様々な問題を抱えている。また、統廃

合推進にはいずれ限界が訪れる。それならば、統廃合

ではなく「学校存続・地域存続」といった 1 つの目標

に対して、学校と地域が一体となり、活気を生みだし、

魅力のある学校と地域を形成すべきである。統廃合を

行わない決断は、ポジティブな連鎖を創り出し、学校

を、地域を存続させる新たな可能性を提示している。
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1. はじめに

1-1. 研究背景・目的

　児童数の減少や施設の老朽化、市町村合併を原因に

適正規模・適正配置を目的とした統廃合が進んでいる。

平成 27 年には新しい手引が公表され、その動向は今

後一層加速すると考えられる。しかし、各自治体の財

政の合理化や地域社会への公共的負担の軽減政策を背

景に、スケールメリットを追求することに留まり、ハー

ド・ソフト面の学校環境の充実といった統廃合の本質

的意義や立地・規模・地域事情・文化歴史等に配慮さ

れない統廃合が散見される。

　そこで本研究では統廃合を阻止した学校かつ、学校

単体として最も持続することが困難だと考えられる極

小規模校（5 学級以下で構成される複式学級を持つ小

学校）を対象に、小規模校存続のための論理、小規模

性を活用した学校活動のあり様、学校を拠点とした地

域活動の持続と発展を実証的に解明し、統廃合阻止プ

ロセスの知見を得ることを目的とする。

1-2. 研究方法

　対象事例は「全国市区町村教育委員会における小中

学校の適正規模や適正配置等に関する政策動向－学校

統廃合答申類の分析（国立教育政策研究所）」や全国

へき地教育研究連盟に加入する小学校から選出を行っ

た。学校長や教育委員会、地域団体へ統廃合阻止の実

態に関するヒアリング調査を実施した［表 1］。NK に

ついては 2009 年に広島工業大学栗崎真一郎准教授が

行ったヒアリングデータを参照した。

2. 統廃合阻止プロセスの実態

2-1.NS 小学校について［図 1］

　NS は現在の校舎に改築が行われた当時より小規模

で、地域と学校の共同行事が盛んに行われていた。ま

た、市の中でも過疎化が深刻に進む地域で市営住宅の

建設があり、多くの移住者が移り住む。しかし平成 11

年に町合併が行われ、平成 14 年に適正配置計画が発

表され、NS は統廃合の対象となる。発表に対して危機

感を抱いた地域は自治会長連合を母体に郷づくり協議

会を発足させ、学校存続の意識づけや地域のあり方に

ついて議論を重ねる。

　NS では保護者が学校存続を望むことを根拠に審議委

員会の協議の中で反対運動を行う。郷づくり協議会を

設立し、公募委員として審議委員会に参加することが

できたためこのような反対方法が取られている。「学

力に対する心配はなく、小規模性ならではの教育が実

践されており、現時点で魅力ある学校ができている」

「20km になる通学距離は子どもにとって適正なのか」

といった保護者の意見を郷づくり協議会が中心となっ

て取りまとめて議論を行った。審議委員会は保護者が

適正配置を望まないため見送りとする判断を下し、平

成 21 年には市長から自分の任期中は統廃合は実施し

ないとの宣言がある。

2-2.OB 小学校について［図 2］

　OB 地域は有数のみかん産地で、住民の多くが 2-3 世

代で暮らし、U ターン者として子育て世代の存在があ

る。学校設立時から完全複式であるため、古くから小

規模同士での小小連携や小中連携、複式教育の研究、

地域との関わりを持つ学校運営が行われてきた。現在

の祖父母世代は小規模、親世代は複式授業で育ったた

め、複式授業で育つのがこの地域の特徴と考えており、

保護者には共通して小規模や複式に対する抵抗が少な

い。平成 13 年に校舎の建て替えを訴えかけるために

地域から有志が集まり、校舎建築委員会を発足させる。

翌年には校舎建築委員会と保護者の間で小学校存続に

ついての協議会を開き、保護者の意見を元に小学校は

存続させるという結論で一致する。これは以前から OB

にて充実した小規模校教育が実践されてきた成果であ

る。その後、校舎建築委員会は早急な新校舎建設のた

めに尽力を尽くし、平成 16 年には学校隣接地の地権

者の協力を得て、新校舎の建設用地が確保される。地

域と保護者には子どもたちに安心安全な校舎を建てて

あげたいという共通した思いが高まる。しかし平成 17

年に市町村合併が行われ、平成 21 年に適正配置計画

が発表され、OB は統廃合の対象となる。

　OB では計画に対して、保護者が学校存続を望んでい

ることを根拠に、統廃合ではなく早急な校舎建設を訴

える。地域で学校を見守っていく決意、地域唯一の公

共施設である学校は地域づくりに必要不可欠であるこ

とを文書を通して教育委員会に伝える。文書提出は校

舎建築委員会を中心に行い、3 度目の提出時に市長か

ら統廃合は行わない旨の宣言がある。

2-3.KT 小学校について［図 3］

　町村合併後、KT 地域では当時から小規模であった小

学校の存続に危機感を感じ、小学校存続対策協議会を

発足させ、児童数確保を目的に若者の定住促進活動を

開始する。また、移住者や地元の若手が 20 年ぶりに

地域の祭りを復活させるなど地域活動の変化が起こり

始める。しかし、平成25年に適正配置計画が発表され、

KT は統廃合の対象となる。並行して地域では本格的に

地域づくりを行うために存続対策協議会を母体に NPO

法人 KT 未来会議を発足させる。地域の空き家利活用

を始め、続けてきた若者の定住促進活動により一層力

を入れる。

　KT では現方針ではなく対案の小中一貫校として統廃

合を実施することを望んでいる。これは未来会議が

行った住民アンケートをきっかけに、保護者目線であ

る子どものための教育と、地域目線である地域に学校

を残したいという両者の願いが一致し、実現できる唯

一の方法として提案している。未来会議を中心に文書

や質問状の提出を行うが計画変更には及ばず、地域で

は新たに小中一貫校調査会を結成し独自の調査を始め

る。平成 27 年には統合後使用校舎の改修を止めるた

めに行政訴訟を行い、統廃合計画の一部変更に至る。

2-4.NK 小学校について

　NK は平成 5 年に校舎の改築を行う。子どもたちのた

めに良い校舎を作ろうと地域住民や保護者が他県の校

舎見学を行い、完全複式に対応した木造の校舎を建設

する。また、平成6年には小規模のデメリットを克服し、

物怖じしない児童を育てたいという思いで全学年を対

象に当時の職員が和太鼓の練習を始める。平成 12 年

には一定の児童数確保を目的に、特認校認定を受け、

翌年には 8 名の転入学がある。しかし平成 15 年に適

正配置報告書が発表され、NK は統廃合の対象となる。

　NK では、立派な校舎があること、特長ある和太鼓の

取り組みがあること、特認校制度で児童数が確保され

ていることに対して満足していた保護者の意見を根拠

に反対運動が行われる。文書提出を行い協議を重ねる

が計画変更には及ばず、休校決定を推進する教育委員

会に対して弁護士会から休校決定は違法であるとの旨

の勧告書を提出する。それを受け、教育委員会は休校

延期の決定を行う。

2-5.TT 小学校について

　TT は平成 7 年に校舎の改築を行う。当時から児童数

が 80 名ほどの小規模校で、小規模同士での小小連携

や小中連携、地域との関わりを持つ小規模性を活かし

た学校運営が行われてきた。しかし平成 17 年に市町

村合併が行われ、平成21年に適正配置計画が発表され、

TT は統廃合の対象となる。

　TT では現時点の保護者の意見を根拠に地域委員会の

協議の中で反対運動を行う。SS 市の取り組みで計画発

表後に地域委員会が開かれるためこのような反対方法

が取られている。「今後 5 年間は児童数が横ばいであ

ること」「現在の少人数教育に満足している」といっ

た保護者の意見を受け、地域委員会は保護者が適正配

置を望まないため 5 年間凍結の判断を下す。

3. 統廃合阻止に伴う学校と地域活動の変化の実態

3-1. 統廃合阻止までの変化

　適正配置計画発表を期に、学校と地域活動は活発化

する。従来の活動を継続し発展させることや、子ども

や地域のために新たな取り組みに挑戦し始める。

3-1-1. 学校活動の変化

　NS では学校長が複式克服を目的に北っ子メソッドと

呼ぶ独自の教育手法を開始する。児童が学ぶ過程を教

員が補助するガイド学習（北っ子授業）により、自ら

学びを行う習慣をつける。また、朝のドリル学習（ス

キル学習）・スキル学習の検定（北っ子検定）・教員が

放課後に学習補助を行う放課後学習により徹底した支

援で基礎学力の定着を行う。放課後学習は小学校がへ

き地に立地し、近くに学習塾がないことから、教員が

自主的に取り組んでいる。さらに読書タイムやスピー

チタイムで本を読む習慣づけや、発表力の向上も行い、

小規模性を活かしたきめ細やかな教育を実践する。ま

た NK においては 1 人学級の学年では同年代の友達づ

くりや対話ができないといった課題を乗り越えるため

に、学校長の工夫で他市の極小規模校と合同で授業を

する小小連携の活動を行うようになる。

　統廃合阻止プロセスの中で保護者が現時点での学校

教育に対して満足しているため、学校活動は以前から

行う極小規模性を活かした活動を継続させる例が多

い。OB では教員が不完全な提示を出して仕掛けを作り

先導するユニバーサルデザインの授業を古くから研究

し、実践されている。また、NKでは和太鼓活動を継続し、

学外コンテストで幾度も優秀賞を受賞し、現在では特

徴ある活動の 1 つになっている。

　学校は児童が卒業すると保護者と疎遠な関係にな

る。学校長は保護者や地域との関わりを継続するため

に、新しい教員の赴任時に地域へ挨拶を行うことや、

学校だよりを通して行事の目的を伝えることで積極的

な関わりを求めるなどの工夫を行っている。

　教員は統廃合プロセスに直接的な関わりを持たない

ため、学校活動は変化が生まれにくい状態にある。し

かし、NS のように教員が主体的に独自の教育手法を行

うことや NK のように小規模性の克服を行うと、保護

者や地域の学校教育に対する評価が上がり、地域活動

や学校地域間連携活動の変化を誘発させる。

3-1-2. 地域活動の変化

　適正配置計画の発表は「学校を残さなければならな

い気持ち」をより一層に強くする。地域住民は廃校に

なると過疎化を引き起こし、地域の活性化が厳しくな

ると考え、統廃合反対を行うために新たな地域団体を

発足させる。地域団体は従来の自治会枠を超えた小学

校区で形成され自治会同士の結束を強くする。学校は

PTA に頼み難い内容を地域団体に依頼できることや、

学校活動で地域との連携を図りたい時に、以前は誰に

相談を行えば良いかわからなかったが、地域団体が集

約して相談を受けられる関係が出来る［3-1-3］。

　また、地域団体は学校存続という共通の目標を持ち、

強く団結する。その活動は学校存続の活動だけでなく、

地域を活性させ持続させていこうと言った活動に展開

する。KT では児童数確保のため子育て世代に限定して

定住を促進する活動が行われる。6 年間で 16 世帯 60

名の移住の実績を作り、その資金を元に入学祝い金を

贈呈する取り組みが行われる。この成果は行政にも認

められ、新たに移住者用の若者住宅団地を整備する取

り組みへと発展する。

　活動を進める中で、地域団体は課題に直面する。OB

では新しく移住者を受け入れる際に上手に関係を作り

従来の考え方を変えなければならないといった不安

や、KT,NS では設立した地域団体を引き継ぐ存在を育

成するために若者世代をさらに巻き込んでいかなけれ

ばならないといった地域固有の課題が見えてくる。

3-1-3. 学校地域間連携活動の変化

　地域団体は学校と地域を繋ぐ新たな存在になる。積

極的に学校との連携を行い、地域で子どもたちを守り

育てていく事に取り組む。KT では新しく 3 つの学校地

域間連携行事が始まる。「やまゆりの里づくり活動」

では以前は PTA が行っていたやまゆりを管理する役割

を地域団体が担うようになった。「和紙作り活動」で

は地域の伝統である和紙を復活させるため、地域団体

と学校が協力し苗植えから和紙作りを行う新たな取り

組みを開始した。「川遊び活動」においても同様に地

域団体と学校が協力し高度な技術を持つ地域住民が講

師となることで教員の負担を地域が担っている。

　TT においても、年間を通して 60 名程の地域住民が

講師として児童たちとこんにゃく作りやひょうたんづ

くりを行う「ふるさと学習」や、昔あそびやゲートボー

ルを行う「老人クラブとの交流会」といった新たな学

校と地域の関わりが始まる。上記の活動は小規模であ

るが故、またこれまでに築いてきた学校と地域の関係

があるからこそ取り組むことができ、魅力ある授業を

形成し、児童は貴重な経験を得ることが出来る。

　学校地域間連携活動で多くの変化が生じているのは

統廃合反対運動を行う中で地域が学校を支えていこう

と決断し、積極的に学校と関わりを作ろうとしている

ためである。地域の人材や環境など地域資源を活かし

た取り組みは、学校独自の取り組みとなり、新たな個

性を作り出している。

　また、運動会や学習発表会のような元は学校の行事

であったが児童数と共に活気の減少が感じられ、その

克服のために地域が関わりを持つ行事や、神社や地域

でのお祭りのような元は地域の行事であったが、地域

学習を行うことを目的に学校が関わりを持つ行事は、

何十年と行事が継続する中で学校と地域の共同行事と

して位置づけられたため全ての行事が継続している。

3-2. 統廃合阻止後の変化

　学校と地域活動の活発化は統廃合阻止後も継続して

行われる。NS では以前から続く学校と地域の密な関わ

りがある環境を活かし、更に関係を発展させるために

コミュニティ・スクール事業に取り組み、公開授業や

研究授業を始める。また、長年続くあいさつ運動に携

わる地域のおばあちゃんを表彰し、新聞に掲載すると

いった学校と地域の関係を継続させる工夫が行われ

る。NK では HP を通して少人数教育の成果を公表する

ことが行われる。和太鼓や水泳大会の受賞記録を発信

し、特認校制度による転入学児童を集める。

　KT や NS のように地域団体が発足し、積極的にまち

づくり活動を実践する地域は更なる変化が生まれる。

未来会議は高齢者生活支援サービスを始め、自立した

地域づくりに挑戦している。郷づくり協議会は学校存

続以外に地域を考える 4 つの部会を持ち、地域の神社

を登録有形文化財に指定するなどの変化を起こす。

4. 統廃合阻止の要因

　統廃合阻止の要因と学校・地域活動の変化が与える

影響を図 4,5 に示す。

4-1. 地域自治体の要因

①極小規模教育の魅力形成

　地域は学校で行われる授業に直接的な関わりを持ち

にくいと考えている。計画の発表を受け、地域がクラ

ブ活動やふるさと学習といった形で主体的に積極性を

持って学校行事に関わることや、神社の祭りや地域の

行事に子どもを呼び込み、地域で子どもを育てる実践

を行うことで、極小規模教育の魅力を作っている。

②学校を中心とした地域づくりの実践

　学校は過疎地域において独自の文化を守る象徴的な

建築としての価値を持ち、学校の消滅は地域コミュニ

ティの核の消失を意味する。そのため、地域ぐるみで

取り組む運動会や学習発表会を丹念に継続させること

や、NS のあいさつ運動のように学校を中心とした地域

づくりや地域活性化を発展させること、もしくは KT

のように取り組み始めようとする兆しを作ることで、

学校と地域の関係性を高めている。

4-2 保護者の要因

③複式教育の受け入れ、極小規模教育の評価

　適正配置計画では複式教育は教育の機会均等が図ら

れておらず、様々な活動に制限を生み、切磋琢磨する

機会が少ないと述べられている。しかし、保護者が参

観日等で複式授業を見学し「発表の機会が多く、授業

を自分で進行している (NK)」というように標準規模校

では行えない取り組みが行われていると判断すること

や、「中学校で生徒会長をやったり、バレー部でキャ

プテンをやったりと小規模だからこそ育つリーダー

シップがある (NS)」というように卒業生の活躍を実感

し小規模であるが故に育つ力があると判断することが

評価に繋がっている。保護者がこのような判断を行う

には、学校環境や小規模性を活かした独自の教育を行

う学校活動の取り組みが大きく関わっている。

④適正配置計画を行う長所と短所

　極小規模校はへき地に位置することが多く、統合を

行った場合に通学距離と時間が大幅に伸びることがあ

り、NS では 20km になる距離を適正ではないと判断し

ている。また、統廃合を行うと先生の目が行き届かな

くなることや、登校拒否やいじめといった問題が起こ

るのではないかといった標準規模校に対する不安を感

じており、統廃合を行うメリットよりもデメリットの

ほうが大きい構図が作られている。

4-3. 共通した要因

⑤主体的な存在

　調査を行った 5 事例中 4 事例では適正配置計画発表

前後に地域団体が発足している。地域団体は学校や地

域の存続に危機感を感じて設立され、反対運動を中心

的に行う存在になる。地域団体は保護者や地域を取り

まとめる存在でもあり、OB,KT のように計画発表以前

に発足すると検討委員会と並行して学校の存続や地域

のあり方について協議し、統廃合推進に対して準備を

行うことができる。また、計画発表時に文書を提出す

るなど即時に対応することができる。

⑥共通した学校存続の願い

　適正配置計画に対して、地域は学校を存続させると

統廃合反対の考えを持つが、保護者には子どもの教育

を考えると極小規模校の環境が良いのかそれとも標準

規模の環境が良いのかといった葛藤がある。また、地

域にも自分たちの身勝手な思いで統廃合阻止を進めて

良いのかといった葛藤がある。両者の意見は地域団体

が協議会やアンケートを行う中で集約し、地域の願い

に保護者の願いを合わせて学校存続という共通した思

いをつくっている。

⑦持続性の創出

　入学者 0 人が続くと学校の運営が制限されるため、

NK では特認校制度を利用して児童数を確保し、学校に

持続性をもたらしている。また、OB では U ターン者、

KT,NS では定住促進団地に I ターン者として子育て世

代を定住させ、児童数確保だけでなく今後の地域の担

い手を育てている。また、地域団体が新たな拠点を作

り、夏祭り復活などの実践的な成果を上げ、地域が活

動的になる兆しをもたらす。地域が変化する実感が、

地域団体の原動力となり、また新たな変化を創り、地

域の持続性を創出している。

⑧場所的価値の向上

　へき地に立地する学校は地域の中で大規模かつ公共

的な建築である。学校は全ての自治会が共有し、祭事

や地域行事を行える唯一の場である。計画発表は学校

の価値を再認識させ、地域が学校行事に関わることや

新たな共同行事を始めるといった変化は、教育的価値

の向上だけでなく、学校の持つ公共的な価値の向上に

も繋がっている。NK,TT は学校改築時に保護者や地域

が携わっており、思い入れが強く自信のある学校がつ

くられている。

5. 結論

　統廃合を行わない決断は新しい学校づくりへと展開

する。みかん産業と密接な関わりをもつ学校 / 和太鼓

に取り組む学校 /NPO が守る学校 / 地域と共同運営す

る学校 / 年間 60 名の地域住民が講師になる学校、と

いったように独自の取り組みを行うことが学校に個性

を生み出している。北っ子メソッドやあいさつ運動の

ように小規模であるが故のきめ細やかな教育や機動力

を活かした地域との関わりはデメリットを積極的にメ

リットに変えており、そのような魅力ある学校づくり

は極小規模校の存続の道を示している。

　新しい学校づくりは地域活動にも影響を与える。適

正配置計画は地域に危機感をもたらし、団結力を生み

出す。そうして誕生する地域団体は統廃合反対運動だ

けでなく、やまゆり活動やふるさと学習など新たな学

校との関わりを始める。さらに若者定住促進活動や高

齢者支援などの地域存続のための取り組みを行い、新

たな地域づくり・地域自治のあり方を示している。

　学校統廃合は様々な問題を抱えている。また、統廃

合推進にはいずれ限界が訪れる。それならば、統廃合

ではなく「学校存続・地域存続」といった 1 つの目標

に対して、学校と地域が一体となり、活気を生みだし、

魅力のある学校と地域を形成すべきである。統廃合を

行わない決断は、ポジティブな連鎖を創り出し、学校

を、地域を存続させる新たな可能性を提示している。
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教
委
の

意
見

検
討

委
員
会

反
対

方
法 「新小中学校ビジョンが不明瞭である」

反
対

方
法 「基本方針へは同意できない」

反
対

方
法 「計画の詳細を明らかにして欲しい」

反
対

方
法

複式克服のために始まった北っ子メソッド
は、独自の教育手法の確立となり、保護者
の極小規模教育の評価になる

空き家利活用は 6年後迄に 16世帯 60
名の移住の実績を作り、その資金を元に
入学祝い金を贈呈する等、地域を活性化
に導く大きな要因になる

計 38戸が建設
され小規模校を
求めて来る移住
者の存在は地域
の持続性になる

NPO化によりまちづくり活動が行い
易くなる。また地域団体の設立によ
り学校と地域を繋ぐ役割を担い、新
たな行事が生まれる。

影
響

地域で学校を考える重要な機会とな
り、調査をすすめることは代案の説
得力に繋がる

大学と関わりを
持ち、主体的に
学校存続活動や
まちづくり活動
を行い、地域に
変化をもたらす

影
響

これまでには
なかった地区
同士の交流が
生まれ、反対
運動の大きな
勢力、地域の
活発化に繋が
る。

影
響

地域との活動
を行いたい学
校と、学校に
関わりたい地
域の思いが一
致し新たな活
動が行われる。

影
響

統廃合阻止後に始まった活動は、新たな
学校づくりの第一歩である

影
響

親世代も複式で育ったため、複式に対す
る抵抗はなく、小規模教育を評価する

保
護
者

の
意
見

「小規模校で育つのが地域の特徴」「廃校
になった地域は見捨てられたようなも
の」「公共的な建物は学校しかない」

保
護
者

の
意
見

「卒業生の活躍を間近で感じており、学
力の心配はなく、小規模性ならではの教
育があり、魅力のある学校である」
「20kmになる通学距離は適正なのか」

保
護
者

の
意
見

「少人数でも十分に教育はできている」
「統合することには賛成であるが、現方
針には同意できない」

「教育環境と将来性のある KT小学校地域
が統合後に使用する学校にふさわしい」
「子どものための教育、地域に学校が残
せる唯一の方法として小中一貫校の提
示」

反
対

方
法

「現統廃合案を撤回し、保護者と地域の
求める小中一貫校新設へと再修正するこ
と」「住民の意見を無視する不条理な行
政運営を行った町長・教育長に責任を取
らせること」「強引な推進により発生し
た支出実費を町長に弁償させること」「地
方自治の原点である住民主権を改めて認
識させること」

小学校は発達段
階を考えて強制
的な統廃合はし
ない

地
域
の

意
見

「地域が積極的に関わり、小規模校の良
さが発揮された教育が行われている」

地
域
の

意
見

「外部的なつながりを深くし、地域で育
てることを行っていく」

地
域
の

意
見

「伝統がたくさんある学校なので、残した
い」「6年先の計画ではなく、10年 30
年を見据えた学校の統廃合計画を立てて
欲しい」

地
域
の

背
景

地域と産業が密接な関係にあり、保護者と地域は知り合い同士が多
く、Uターン者が存在し、地域で子育て世代が活躍している

公募委員に地域
団体から 1名加
入し、地域の思
いを代弁する

適正配置議論の流れ凡例

適正配置議論と学校・地域活動の関係

事象

重要な事象



1. はじめに

1-1. 研究背景・目的

　児童数の減少や施設の老朽化、市町村合併を原因に

適正規模・適正配置を目的とした統廃合が進んでいる。

平成 27 年には新しい手引が公表され、その動向は今

後一層加速すると考えられる。しかし、各自治体の財

政の合理化や地域社会への公共的負担の軽減政策を背

景に、スケールメリットを追求することに留まり、ハー

ド・ソフト面の学校環境の充実といった統廃合の本質

的意義や立地・規模・地域事情・文化歴史等に配慮さ

れない統廃合が散見される。

　そこで本研究では統廃合を阻止した学校かつ、学校

単体として最も持続することが困難だと考えられる極

小規模校（5 学級以下で構成される複式学級を持つ小

学校）を対象に、小規模校存続のための論理、小規模

性を活用した学校活動のあり様、学校を拠点とした地

域活動の持続と発展を実証的に解明し、統廃合阻止プ

ロセスの知見を得ることを目的とする。

1-2. 研究方法

　対象事例は「全国市区町村教育委員会における小中

学校の適正規模や適正配置等に関する政策動向－学校

統廃合答申類の分析（国立教育政策研究所）」や全国

へき地教育研究連盟に加入する小学校から選出を行っ

た。学校長や教育委員会、地域団体へ統廃合阻止の実

態に関するヒアリング調査を実施した［表 1］。NK に

ついては 2009 年に広島工業大学栗崎真一郎准教授が

行ったヒアリングデータを参照した。

2. 統廃合阻止プロセスの実態

2-1.NS 小学校について［図 1］

　NS は現在の校舎に改築が行われた当時より小規模

で、地域と学校の共同行事が盛んに行われていた。ま

た、市の中でも過疎化が深刻に進む地域で市営住宅の

建設があり、多くの移住者が移り住む。しかし平成 11

年に町合併が行われ、平成 14 年に適正配置計画が発

表され、NS は統廃合の対象となる。発表に対して危機

感を抱いた地域は自治会長連合を母体に郷づくり協議

会を発足させ、学校存続の意識づけや地域のあり方に

ついて議論を重ねる。

　NS では保護者が学校存続を望むことを根拠に審議委

員会の協議の中で反対運動を行う。郷づくり協議会を

設立し、公募委員として審議委員会に参加することが

できたためこのような反対方法が取られている。「学

力に対する心配はなく、小規模性ならではの教育が実

践されており、現時点で魅力ある学校ができている」

「20km になる通学距離は子どもにとって適正なのか」

といった保護者の意見を郷づくり協議会が中心となっ

て取りまとめて議論を行った。審議委員会は保護者が

適正配置を望まないため見送りとする判断を下し、平

成 21 年には市長から自分の任期中は統廃合は実施し

ないとの宣言がある。

2-2.OB 小学校について［図 2］

　OB 地域は有数のみかん産地で、住民の多くが 2-3 世

代で暮らし、U ターン者として子育て世代の存在があ

る。学校設立時から完全複式であるため、古くから小

規模同士での小小連携や小中連携、複式教育の研究、

地域との関わりを持つ学校運営が行われてきた。現在

の祖父母世代は小規模、親世代は複式授業で育ったた

め、複式授業で育つのがこの地域の特徴と考えており、

保護者には共通して小規模や複式に対する抵抗が少な

い。平成 13 年に校舎の建て替えを訴えかけるために

地域から有志が集まり、校舎建築委員会を発足させる。

翌年には校舎建築委員会と保護者の間で小学校存続に

ついての協議会を開き、保護者の意見を元に小学校は

存続させるという結論で一致する。これは以前から OB

にて充実した小規模校教育が実践されてきた成果であ

る。その後、校舎建築委員会は早急な新校舎建設のた

めに尽力を尽くし、平成 16 年には学校隣接地の地権

者の協力を得て、新校舎の建設用地が確保される。地

域と保護者には子どもたちに安心安全な校舎を建てて

あげたいという共通した思いが高まる。しかし平成 17

年に市町村合併が行われ、平成 21 年に適正配置計画

が発表され、OB は統廃合の対象となる。

　OB では計画に対して、保護者が学校存続を望んでい

ることを根拠に、統廃合ではなく早急な校舎建設を訴

える。地域で学校を見守っていく決意、地域唯一の公

共施設である学校は地域づくりに必要不可欠であるこ

とを文書を通して教育委員会に伝える。文書提出は校

舎建築委員会を中心に行い、3 度目の提出時に市長か

ら統廃合は行わない旨の宣言がある。

2-3.KT 小学校について［図 3］

　町村合併後、KT 地域では当時から小規模であった小

学校の存続に危機感を感じ、小学校存続対策協議会を

発足させ、児童数確保を目的に若者の定住促進活動を

開始する。また、移住者や地元の若手が 20 年ぶりに

地域の祭りを復活させるなど地域活動の変化が起こり

始める。しかし、平成25年に適正配置計画が発表され、

KT は統廃合の対象となる。並行して地域では本格的に

地域づくりを行うために存続対策協議会を母体に NPO

法人 KT 未来会議を発足させる。地域の空き家利活用

を始め、続けてきた若者の定住促進活動により一層力

を入れる。

　KT では現方針ではなく対案の小中一貫校として統廃

合を実施することを望んでいる。これは未来会議が

行った住民アンケートをきっかけに、保護者目線であ

る子どものための教育と、地域目線である地域に学校

を残したいという両者の願いが一致し、実現できる唯

一の方法として提案している。未来会議を中心に文書

や質問状の提出を行うが計画変更には及ばず、地域で

は新たに小中一貫校調査会を結成し独自の調査を始め

る。平成 27 年には統合後使用校舎の改修を止めるた

めに行政訴訟を行い、統廃合計画の一部変更に至る。

2-4.NK 小学校について

　NK は平成 5 年に校舎の改築を行う。子どもたちのた

めに良い校舎を作ろうと地域住民や保護者が他県の校

舎見学を行い、完全複式に対応した木造の校舎を建設

する。また、平成6年には小規模のデメリットを克服し、

物怖じしない児童を育てたいという思いで全学年を対

象に当時の職員が和太鼓の練習を始める。平成 12 年

には一定の児童数確保を目的に、特認校認定を受け、

翌年には 8 名の転入学がある。しかし平成 15 年に適

正配置報告書が発表され、NK は統廃合の対象となる。

　NK では、立派な校舎があること、特長ある和太鼓の

取り組みがあること、特認校制度で児童数が確保され

ていることに対して満足していた保護者の意見を根拠

に反対運動が行われる。文書提出を行い協議を重ねる

が計画変更には及ばず、休校決定を推進する教育委員

会に対して弁護士会から休校決定は違法であるとの旨

の勧告書を提出する。それを受け、教育委員会は休校

延期の決定を行う。

2-5.TT 小学校について

　TT は平成 7 年に校舎の改築を行う。当時から児童数

が 80 名ほどの小規模校で、小規模同士での小小連携

や小中連携、地域との関わりを持つ小規模性を活かし

た学校運営が行われてきた。しかし平成 17 年に市町

村合併が行われ、平成21年に適正配置計画が発表され、

TT は統廃合の対象となる。

　TT では現時点の保護者の意見を根拠に地域委員会の

協議の中で反対運動を行う。SS 市の取り組みで計画発

表後に地域委員会が開かれるためこのような反対方法

が取られている。「今後 5 年間は児童数が横ばいであ

ること」「現在の少人数教育に満足している」といっ

た保護者の意見を受け、地域委員会は保護者が適正配

置を望まないため 5 年間凍結の判断を下す。

3. 統廃合阻止に伴う学校と地域活動の変化の実態

3-1. 統廃合阻止までの変化

　適正配置計画発表を期に、学校と地域活動は活発化

する。従来の活動を継続し発展させることや、子ども

や地域のために新たな取り組みに挑戦し始める。

3-1-1. 学校活動の変化

　NS では学校長が複式克服を目的に北っ子メソッドと

呼ぶ独自の教育手法を開始する。児童が学ぶ過程を教

員が補助するガイド学習（北っ子授業）により、自ら

学びを行う習慣をつける。また、朝のドリル学習（ス

キル学習）・スキル学習の検定（北っ子検定）・教員が

放課後に学習補助を行う放課後学習により徹底した支

援で基礎学力の定着を行う。放課後学習は小学校がへ

き地に立地し、近くに学習塾がないことから、教員が

自主的に取り組んでいる。さらに読書タイムやスピー

チタイムで本を読む習慣づけや、発表力の向上も行い、

小規模性を活かしたきめ細やかな教育を実践する。ま

た NK においては 1 人学級の学年では同年代の友達づ

くりや対話ができないといった課題を乗り越えるため

に、学校長の工夫で他市の極小規模校と合同で授業を

する小小連携の活動を行うようになる。

　統廃合阻止プロセスの中で保護者が現時点での学校

教育に対して満足しているため、学校活動は以前から

行う極小規模性を活かした活動を継続させる例が多

い。OB では教員が不完全な提示を出して仕掛けを作り

先導するユニバーサルデザインの授業を古くから研究

し、実践されている。また、NKでは和太鼓活動を継続し、

学外コンテストで幾度も優秀賞を受賞し、現在では特

徴ある活動の 1 つになっている。

　学校は児童が卒業すると保護者と疎遠な関係にな

る。学校長は保護者や地域との関わりを継続するため

に、新しい教員の赴任時に地域へ挨拶を行うことや、

学校だよりを通して行事の目的を伝えることで積極的

な関わりを求めるなどの工夫を行っている。

　教員は統廃合プロセスに直接的な関わりを持たない

ため、学校活動は変化が生まれにくい状態にある。し

かし、NS のように教員が主体的に独自の教育手法を行

うことや NK のように小規模性の克服を行うと、保護

者や地域の学校教育に対する評価が上がり、地域活動

や学校地域間連携活動の変化を誘発させる。

3-1-2. 地域活動の変化

　適正配置計画の発表は「学校を残さなければならな

い気持ち」をより一層に強くする。地域住民は廃校に

なると過疎化を引き起こし、地域の活性化が厳しくな

ると考え、統廃合反対を行うために新たな地域団体を

発足させる。地域団体は従来の自治会枠を超えた小学

校区で形成され自治会同士の結束を強くする。学校は

PTA に頼み難い内容を地域団体に依頼できることや、

学校活動で地域との連携を図りたい時に、以前は誰に

相談を行えば良いかわからなかったが、地域団体が集

約して相談を受けられる関係が出来る［3-1-3］。

　また、地域団体は学校存続という共通の目標を持ち、

強く団結する。その活動は学校存続の活動だけでなく、

地域を活性させ持続させていこうと言った活動に展開

する。KT では児童数確保のため子育て世代に限定して

定住を促進する活動が行われる。6 年間で 16 世帯 60

名の移住の実績を作り、その資金を元に入学祝い金を

贈呈する取り組みが行われる。この成果は行政にも認

められ、新たに移住者用の若者住宅団地を整備する取

り組みへと発展する。

　活動を進める中で、地域団体は課題に直面する。OB

では新しく移住者を受け入れる際に上手に関係を作り

従来の考え方を変えなければならないといった不安

や、KT,NS では設立した地域団体を引き継ぐ存在を育

成するために若者世代をさらに巻き込んでいかなけれ

ばならないといった地域固有の課題が見えてくる。

3-1-3. 学校地域間連携活動の変化

　地域団体は学校と地域を繋ぐ新たな存在になる。積

極的に学校との連携を行い、地域で子どもたちを守り

育てていく事に取り組む。KT では新しく 3 つの学校地

域間連携行事が始まる。「やまゆりの里づくり活動」

では以前は PTA が行っていたやまゆりを管理する役割

を地域団体が担うようになった。「和紙作り活動」で

は地域の伝統である和紙を復活させるため、地域団体

と学校が協力し苗植えから和紙作りを行う新たな取り

組みを開始した。「川遊び活動」においても同様に地

域団体と学校が協力し高度な技術を持つ地域住民が講

師となることで教員の負担を地域が担っている。

　TT においても、年間を通して 60 名程の地域住民が

講師として児童たちとこんにゃく作りやひょうたんづ

くりを行う「ふるさと学習」や、昔あそびやゲートボー

ルを行う「老人クラブとの交流会」といった新たな学

校と地域の関わりが始まる。上記の活動は小規模であ

るが故、またこれまでに築いてきた学校と地域の関係

があるからこそ取り組むことができ、魅力ある授業を

形成し、児童は貴重な経験を得ることが出来る。

　学校地域間連携活動で多くの変化が生じているのは

統廃合反対運動を行う中で地域が学校を支えていこう

と決断し、積極的に学校と関わりを作ろうとしている

ためである。地域の人材や環境など地域資源を活かし

た取り組みは、学校独自の取り組みとなり、新たな個

性を作り出している。

　また、運動会や学習発表会のような元は学校の行事

であったが児童数と共に活気の減少が感じられ、その

克服のために地域が関わりを持つ行事や、神社や地域

でのお祭りのような元は地域の行事であったが、地域

学習を行うことを目的に学校が関わりを持つ行事は、

何十年と行事が継続する中で学校と地域の共同行事と

して位置づけられたため全ての行事が継続している。

3-2. 統廃合阻止後の変化

　学校と地域活動の活発化は統廃合阻止後も継続して

行われる。NS では以前から続く学校と地域の密な関わ

りがある環境を活かし、更に関係を発展させるために

コミュニティ・スクール事業に取り組み、公開授業や

研究授業を始める。また、長年続くあいさつ運動に携

わる地域のおばあちゃんを表彰し、新聞に掲載すると

いった学校と地域の関係を継続させる工夫が行われ

る。NK では HP を通して少人数教育の成果を公表する

ことが行われる。和太鼓や水泳大会の受賞記録を発信

し、特認校制度による転入学児童を集める。

　KT や NS のように地域団体が発足し、積極的にまち

づくり活動を実践する地域は更なる変化が生まれる。

未来会議は高齢者生活支援サービスを始め、自立した

地域づくりに挑戦している。郷づくり協議会は学校存

続以外に地域を考える 4 つの部会を持ち、地域の神社

を登録有形文化財に指定するなどの変化を起こす。

4. 統廃合阻止の要因

　統廃合阻止の要因と学校・地域活動の変化が与える

影響を図 4,5 に示す。

4-1. 地域自治体の要因

①極小規模教育の魅力形成

　地域は学校で行われる授業に直接的な関わりを持ち

にくいと考えている。計画の発表を受け、地域がクラ

ブ活動やふるさと学習といった形で主体的に積極性を

持って学校行事に関わることや、神社の祭りや地域の

行事に子どもを呼び込み、地域で子どもを育てる実践

を行うことで、極小規模教育の魅力を作っている。

②学校を中心とした地域づくりの実践

　学校は過疎地域において独自の文化を守る象徴的な

建築としての価値を持ち、学校の消滅は地域コミュニ

ティの核の消失を意味する。そのため、地域ぐるみで

取り組む運動会や学習発表会を丹念に継続させること

や、NS のあいさつ運動のように学校を中心とした地域

づくりや地域活性化を発展させること、もしくは KT

のように取り組み始めようとする兆しを作ることで、

学校と地域の関係性を高めている。

4-2 保護者の要因

③複式教育の受け入れ、極小規模教育の評価

　適正配置計画では複式教育は教育の機会均等が図ら

れておらず、様々な活動に制限を生み、切磋琢磨する

機会が少ないと述べられている。しかし、保護者が参

観日等で複式授業を見学し「発表の機会が多く、授業

を自分で進行している (NK)」というように標準規模校

では行えない取り組みが行われていると判断すること

や、「中学校で生徒会長をやったり、バレー部でキャ

プテンをやったりと小規模だからこそ育つリーダー

シップがある (NS)」というように卒業生の活躍を実感

し小規模であるが故に育つ力があると判断することが

評価に繋がっている。保護者がこのような判断を行う

には、学校環境や小規模性を活かした独自の教育を行

う学校活動の取り組みが大きく関わっている。

④適正配置計画を行う長所と短所

　極小規模校はへき地に位置することが多く、統合を

行った場合に通学距離と時間が大幅に伸びることがあ

り、NS では 20km になる距離を適正ではないと判断し

ている。また、統廃合を行うと先生の目が行き届かな

くなることや、登校拒否やいじめといった問題が起こ

るのではないかといった標準規模校に対する不安を感

じており、統廃合を行うメリットよりもデメリットの

ほうが大きい構図が作られている。

4-3. 共通した要因

⑤主体的な存在

　調査を行った 5 事例中 4 事例では適正配置計画発表

前後に地域団体が発足している。地域団体は学校や地

域の存続に危機感を感じて設立され、反対運動を中心

的に行う存在になる。地域団体は保護者や地域を取り

まとめる存在でもあり、OB,KT のように計画発表以前

に発足すると検討委員会と並行して学校の存続や地域

のあり方について協議し、統廃合推進に対して準備を

行うことができる。また、計画発表時に文書を提出す

るなど即時に対応することができる。

⑥共通した学校存続の願い

　適正配置計画に対して、地域は学校を存続させると

統廃合反対の考えを持つが、保護者には子どもの教育

を考えると極小規模校の環境が良いのかそれとも標準

規模の環境が良いのかといった葛藤がある。また、地

域にも自分たちの身勝手な思いで統廃合阻止を進めて

良いのかといった葛藤がある。両者の意見は地域団体

が協議会やアンケートを行う中で集約し、地域の願い

に保護者の願いを合わせて学校存続という共通した思

いをつくっている。

⑦持続性の創出

　入学者 0 人が続くと学校の運営が制限されるため、

NK では特認校制度を利用して児童数を確保し、学校に

持続性をもたらしている。また、OB では U ターン者、

KT,NS では定住促進団地に I ターン者として子育て世

代を定住させ、児童数確保だけでなく今後の地域の担

い手を育てている。また、地域団体が新たな拠点を作

り、夏祭り復活などの実践的な成果を上げ、地域が活

動的になる兆しをもたらす。地域が変化する実感が、

地域団体の原動力となり、また新たな変化を創り、地

域の持続性を創出している。

⑧場所的価値の向上

　へき地に立地する学校は地域の中で大規模かつ公共

的な建築である。学校は全ての自治会が共有し、祭事

や地域行事を行える唯一の場である。計画発表は学校

の価値を再認識させ、地域が学校行事に関わることや

新たな共同行事を始めるといった変化は、教育的価値

の向上だけでなく、学校の持つ公共的な価値の向上に

も繋がっている。NK,TT は学校改築時に保護者や地域

が携わっており、思い入れが強く自信のある学校がつ

くられている。

5. 結論

　統廃合を行わない決断は新しい学校づくりへと展開

する。みかん産業と密接な関わりをもつ学校 / 和太鼓

に取り組む学校 /NPO が守る学校 / 地域と共同運営す

る学校 / 年間 60 名の地域住民が講師になる学校、と

いったように独自の取り組みを行うことが学校に個性

を生み出している。北っ子メソッドやあいさつ運動の

ように小規模であるが故のきめ細やかな教育や機動力

を活かした地域との関わりはデメリットを積極的にメ

リットに変えており、そのような魅力ある学校づくり

は極小規模校の存続の道を示している。

　新しい学校づくりは地域活動にも影響を与える。適

正配置計画は地域に危機感をもたらし、団結力を生み

出す。そうして誕生する地域団体は統廃合反対運動だ

けでなく、やまゆり活動やふるさと学習など新たな学

校との関わりを始める。さらに若者定住促進活動や高

齢者支援などの地域存続のための取り組みを行い、新

たな地域づくり・地域自治のあり方を示している。

　学校統廃合は様々な問題を抱えている。また、統廃

合推進にはいずれ限界が訪れる。それならば、統廃合

ではなく「学校存続・地域存続」といった 1 つの目標

に対して、学校と地域が一体となり、活気を生みだし、

魅力のある学校と地域を形成すべきである。統廃合を

行わない決断は、ポジティブな連鎖を創り出し、学校

を、地域を存続させる新たな可能性を提示している。
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1. はじめに

1-1. 研究背景・目的

　児童数の減少や施設の老朽化、市町村合併を原因に

適正規模・適正配置を目的とした統廃合が進んでいる。

平成 27 年には新しい手引が公表され、その動向は今

後一層加速すると考えられる。しかし、各自治体の財

政の合理化や地域社会への公共的負担の軽減政策を背

景に、スケールメリットを追求することに留まり、ハー

ド・ソフト面の学校環境の充実といった統廃合の本質

的意義や立地・規模・地域事情・文化歴史等に配慮さ

れない統廃合が散見される。

　そこで本研究では統廃合を阻止した学校かつ、学校

単体として最も持続することが困難だと考えられる極

小規模校（5 学級以下で構成される複式学級を持つ小

学校）を対象に、小規模校存続のための論理、小規模

性を活用した学校活動のあり様、学校を拠点とした地

域活動の持続と発展を実証的に解明し、統廃合阻止プ

ロセスの知見を得ることを目的とする。

1-2. 研究方法

　対象事例は「全国市区町村教育委員会における小中

学校の適正規模や適正配置等に関する政策動向－学校

統廃合答申類の分析（国立教育政策研究所）」や全国

へき地教育研究連盟に加入する小学校から選出を行っ

た。学校長や教育委員会、地域団体へ統廃合阻止の実

態に関するヒアリング調査を実施した［表 1］。NK に

ついては 2009 年に広島工業大学栗崎真一郎准教授が

行ったヒアリングデータを参照した。

2. 統廃合阻止プロセスの実態

2-1.NS 小学校について［図 1］

　NS は現在の校舎に改築が行われた当時より小規模

で、地域と学校の共同行事が盛んに行われていた。ま

た、市の中でも過疎化が深刻に進む地域で市営住宅の

建設があり、多くの移住者が移り住む。しかし平成 11

年に町合併が行われ、平成 14 年に適正配置計画が発

表され、NS は統廃合の対象となる。発表に対して危機

感を抱いた地域は自治会長連合を母体に郷づくり協議

会を発足させ、学校存続の意識づけや地域のあり方に

ついて議論を重ねる。

　NS では保護者が学校存続を望むことを根拠に審議委

員会の協議の中で反対運動を行う。郷づくり協議会を

設立し、公募委員として審議委員会に参加することが

できたためこのような反対方法が取られている。「学

力に対する心配はなく、小規模性ならではの教育が実

践されており、現時点で魅力ある学校ができている」

「20km になる通学距離は子どもにとって適正なのか」

といった保護者の意見を郷づくり協議会が中心となっ

て取りまとめて議論を行った。審議委員会は保護者が

適正配置を望まないため見送りとする判断を下し、平

成 21 年には市長から自分の任期中は統廃合は実施し

ないとの宣言がある。

2-2.OB 小学校について［図 2］

　OB 地域は有数のみかん産地で、住民の多くが 2-3 世

代で暮らし、U ターン者として子育て世代の存在があ

る。学校設立時から完全複式であるため、古くから小

規模同士での小小連携や小中連携、複式教育の研究、

地域との関わりを持つ学校運営が行われてきた。現在

の祖父母世代は小規模、親世代は複式授業で育ったた

め、複式授業で育つのがこの地域の特徴と考えており、

保護者には共通して小規模や複式に対する抵抗が少な

い。平成 13 年に校舎の建て替えを訴えかけるために

地域から有志が集まり、校舎建築委員会を発足させる。

翌年には校舎建築委員会と保護者の間で小学校存続に

ついての協議会を開き、保護者の意見を元に小学校は

存続させるという結論で一致する。これは以前から OB

にて充実した小規模校教育が実践されてきた成果であ

る。その後、校舎建築委員会は早急な新校舎建設のた

めに尽力を尽くし、平成 16 年には学校隣接地の地権

者の協力を得て、新校舎の建設用地が確保される。地

域と保護者には子どもたちに安心安全な校舎を建てて

あげたいという共通した思いが高まる。しかし平成 17

年に市町村合併が行われ、平成 21 年に適正配置計画

が発表され、OB は統廃合の対象となる。

　OB では計画に対して、保護者が学校存続を望んでい

ることを根拠に、統廃合ではなく早急な校舎建設を訴

える。地域で学校を見守っていく決意、地域唯一の公

共施設である学校は地域づくりに必要不可欠であるこ

とを文書を通して教育委員会に伝える。文書提出は校

舎建築委員会を中心に行い、3 度目の提出時に市長か

ら統廃合は行わない旨の宣言がある。

2-3.KT 小学校について［図 3］

　町村合併後、KT 地域では当時から小規模であった小

学校の存続に危機感を感じ、小学校存続対策協議会を

発足させ、児童数確保を目的に若者の定住促進活動を

開始する。また、移住者や地元の若手が 20 年ぶりに

地域の祭りを復活させるなど地域活動の変化が起こり

始める。しかし、平成25年に適正配置計画が発表され、

KT は統廃合の対象となる。並行して地域では本格的に

地域づくりを行うために存続対策協議会を母体に NPO

法人 KT 未来会議を発足させる。地域の空き家利活用

を始め、続けてきた若者の定住促進活動により一層力

を入れる。

　KT では現方針ではなく対案の小中一貫校として統廃

合を実施することを望んでいる。これは未来会議が

行った住民アンケートをきっかけに、保護者目線であ

る子どものための教育と、地域目線である地域に学校

を残したいという両者の願いが一致し、実現できる唯

一の方法として提案している。未来会議を中心に文書

や質問状の提出を行うが計画変更には及ばず、地域で

は新たに小中一貫校調査会を結成し独自の調査を始め

る。平成 27 年には統合後使用校舎の改修を止めるた

めに行政訴訟を行い、統廃合計画の一部変更に至る。

2-4.NK 小学校について

　NK は平成 5 年に校舎の改築を行う。子どもたちのた

めに良い校舎を作ろうと地域住民や保護者が他県の校

舎見学を行い、完全複式に対応した木造の校舎を建設

する。また、平成6年には小規模のデメリットを克服し、

物怖じしない児童を育てたいという思いで全学年を対

象に当時の職員が和太鼓の練習を始める。平成 12 年

には一定の児童数確保を目的に、特認校認定を受け、

翌年には 8 名の転入学がある。しかし平成 15 年に適

正配置報告書が発表され、NK は統廃合の対象となる。

　NK では、立派な校舎があること、特長ある和太鼓の

取り組みがあること、特認校制度で児童数が確保され

ていることに対して満足していた保護者の意見を根拠

に反対運動が行われる。文書提出を行い協議を重ねる

が計画変更には及ばず、休校決定を推進する教育委員

会に対して弁護士会から休校決定は違法であるとの旨

の勧告書を提出する。それを受け、教育委員会は休校

延期の決定を行う。

2-5.TT 小学校について

　TT は平成 7 年に校舎の改築を行う。当時から児童数

が 80 名ほどの小規模校で、小規模同士での小小連携

や小中連携、地域との関わりを持つ小規模性を活かし

た学校運営が行われてきた。しかし平成 17 年に市町

村合併が行われ、平成21年に適正配置計画が発表され、

TT は統廃合の対象となる。

　TT では現時点の保護者の意見を根拠に地域委員会の

協議の中で反対運動を行う。SS 市の取り組みで計画発

表後に地域委員会が開かれるためこのような反対方法

が取られている。「今後 5 年間は児童数が横ばいであ

ること」「現在の少人数教育に満足している」といっ

た保護者の意見を受け、地域委員会は保護者が適正配

置を望まないため 5 年間凍結の判断を下す。

3. 統廃合阻止に伴う学校と地域活動の変化の実態

3-1. 統廃合阻止までの変化

　適正配置計画発表を期に、学校と地域活動は活発化

する。従来の活動を継続し発展させることや、子ども

や地域のために新たな取り組みに挑戦し始める。

3-1-1. 学校活動の変化

　NS では学校長が複式克服を目的に北っ子メソッドと

呼ぶ独自の教育手法を開始する。児童が学ぶ過程を教

員が補助するガイド学習（北っ子授業）により、自ら

学びを行う習慣をつける。また、朝のドリル学習（ス

キル学習）・スキル学習の検定（北っ子検定）・教員が

放課後に学習補助を行う放課後学習により徹底した支

援で基礎学力の定着を行う。放課後学習は小学校がへ

き地に立地し、近くに学習塾がないことから、教員が

自主的に取り組んでいる。さらに読書タイムやスピー

チタイムで本を読む習慣づけや、発表力の向上も行い、

小規模性を活かしたきめ細やかな教育を実践する。ま

た NK においては 1 人学級の学年では同年代の友達づ

くりや対話ができないといった課題を乗り越えるため

に、学校長の工夫で他市の極小規模校と合同で授業を

する小小連携の活動を行うようになる。

　統廃合阻止プロセスの中で保護者が現時点での学校

教育に対して満足しているため、学校活動は以前から

行う極小規模性を活かした活動を継続させる例が多

い。OB では教員が不完全な提示を出して仕掛けを作り

先導するユニバーサルデザインの授業を古くから研究

し、実践されている。また、NKでは和太鼓活動を継続し、

学外コンテストで幾度も優秀賞を受賞し、現在では特

徴ある活動の 1 つになっている。

　学校は児童が卒業すると保護者と疎遠な関係にな

る。学校長は保護者や地域との関わりを継続するため

に、新しい教員の赴任時に地域へ挨拶を行うことや、

学校だよりを通して行事の目的を伝えることで積極的

な関わりを求めるなどの工夫を行っている。

　教員は統廃合プロセスに直接的な関わりを持たない

ため、学校活動は変化が生まれにくい状態にある。し

かし、NS のように教員が主体的に独自の教育手法を行

うことや NK のように小規模性の克服を行うと、保護

者や地域の学校教育に対する評価が上がり、地域活動

や学校地域間連携活動の変化を誘発させる。

3-1-2. 地域活動の変化

　適正配置計画の発表は「学校を残さなければならな

い気持ち」をより一層に強くする。地域住民は廃校に

なると過疎化を引き起こし、地域の活性化が厳しくな

ると考え、統廃合反対を行うために新たな地域団体を

発足させる。地域団体は従来の自治会枠を超えた小学

校区で形成され自治会同士の結束を強くする。学校は

PTA に頼み難い内容を地域団体に依頼できることや、

学校活動で地域との連携を図りたい時に、以前は誰に

相談を行えば良いかわからなかったが、地域団体が集

約して相談を受けられる関係が出来る［3-1-3］。

　また、地域団体は学校存続という共通の目標を持ち、

強く団結する。その活動は学校存続の活動だけでなく、

地域を活性させ持続させていこうと言った活動に展開

する。KT では児童数確保のため子育て世代に限定して

定住を促進する活動が行われる。6 年間で 16 世帯 60

名の移住の実績を作り、その資金を元に入学祝い金を

贈呈する取り組みが行われる。この成果は行政にも認

められ、新たに移住者用の若者住宅団地を整備する取

り組みへと発展する。

　活動を進める中で、地域団体は課題に直面する。OB

では新しく移住者を受け入れる際に上手に関係を作り

従来の考え方を変えなければならないといった不安

や、KT,NS では設立した地域団体を引き継ぐ存在を育

成するために若者世代をさらに巻き込んでいかなけれ

ばならないといった地域固有の課題が見えてくる。

3-1-3. 学校地域間連携活動の変化

　地域団体は学校と地域を繋ぐ新たな存在になる。積

極的に学校との連携を行い、地域で子どもたちを守り

育てていく事に取り組む。KT では新しく 3 つの学校地

域間連携行事が始まる。「やまゆりの里づくり活動」

では以前は PTA が行っていたやまゆりを管理する役割

を地域団体が担うようになった。「和紙作り活動」で

は地域の伝統である和紙を復活させるため、地域団体

と学校が協力し苗植えから和紙作りを行う新たな取り

組みを開始した。「川遊び活動」においても同様に地

域団体と学校が協力し高度な技術を持つ地域住民が講

師となることで教員の負担を地域が担っている。

　TT においても、年間を通して 60 名程の地域住民が

講師として児童たちとこんにゃく作りやひょうたんづ

くりを行う「ふるさと学習」や、昔あそびやゲートボー

ルを行う「老人クラブとの交流会」といった新たな学

校と地域の関わりが始まる。上記の活動は小規模であ

るが故、またこれまでに築いてきた学校と地域の関係

があるからこそ取り組むことができ、魅力ある授業を

形成し、児童は貴重な経験を得ることが出来る。

　学校地域間連携活動で多くの変化が生じているのは

統廃合反対運動を行う中で地域が学校を支えていこう

と決断し、積極的に学校と関わりを作ろうとしている

ためである。地域の人材や環境など地域資源を活かし

た取り組みは、学校独自の取り組みとなり、新たな個

性を作り出している。

　また、運動会や学習発表会のような元は学校の行事

であったが児童数と共に活気の減少が感じられ、その

克服のために地域が関わりを持つ行事や、神社や地域

でのお祭りのような元は地域の行事であったが、地域

学習を行うことを目的に学校が関わりを持つ行事は、

何十年と行事が継続する中で学校と地域の共同行事と

して位置づけられたため全ての行事が継続している。

3-2. 統廃合阻止後の変化

　学校と地域活動の活発化は統廃合阻止後も継続して

行われる。NS では以前から続く学校と地域の密な関わ

りがある環境を活かし、更に関係を発展させるために

コミュニティ・スクール事業に取り組み、公開授業や

研究授業を始める。また、長年続くあいさつ運動に携

わる地域のおばあちゃんを表彰し、新聞に掲載すると

いった学校と地域の関係を継続させる工夫が行われ

る。NK では HP を通して少人数教育の成果を公表する

ことが行われる。和太鼓や水泳大会の受賞記録を発信

し、特認校制度による転入学児童を集める。

　KT や NS のように地域団体が発足し、積極的にまち

づくり活動を実践する地域は更なる変化が生まれる。

未来会議は高齢者生活支援サービスを始め、自立した

地域づくりに挑戦している。郷づくり協議会は学校存

続以外に地域を考える 4 つの部会を持ち、地域の神社

を登録有形文化財に指定するなどの変化を起こす。

4. 統廃合阻止の要因

　統廃合阻止の要因と学校・地域活動の変化が与える

影響を図 4,5 に示す。

4-1. 地域自治体の要因

①極小規模教育の魅力形成

　地域は学校で行われる授業に直接的な関わりを持ち

にくいと考えている。計画の発表を受け、地域がクラ

ブ活動やふるさと学習といった形で主体的に積極性を

持って学校行事に関わることや、神社の祭りや地域の

行事に子どもを呼び込み、地域で子どもを育てる実践

を行うことで、極小規模教育の魅力を作っている。

②学校を中心とした地域づくりの実践

　学校は過疎地域において独自の文化を守る象徴的な

建築としての価値を持ち、学校の消滅は地域コミュニ

ティの核の消失を意味する。そのため、地域ぐるみで

取り組む運動会や学習発表会を丹念に継続させること

や、NS のあいさつ運動のように学校を中心とした地域

づくりや地域活性化を発展させること、もしくは KT

のように取り組み始めようとする兆しを作ることで、

学校と地域の関係性を高めている。

4-2 保護者の要因

③複式教育の受け入れ、極小規模教育の評価

　適正配置計画では複式教育は教育の機会均等が図ら

れておらず、様々な活動に制限を生み、切磋琢磨する

機会が少ないと述べられている。しかし、保護者が参

観日等で複式授業を見学し「発表の機会が多く、授業

を自分で進行している (NK)」というように標準規模校

では行えない取り組みが行われていると判断すること

や、「中学校で生徒会長をやったり、バレー部でキャ

プテンをやったりと小規模だからこそ育つリーダー

シップがある (NS)」というように卒業生の活躍を実感

し小規模であるが故に育つ力があると判断することが

評価に繋がっている。保護者がこのような判断を行う

には、学校環境や小規模性を活かした独自の教育を行

う学校活動の取り組みが大きく関わっている。

④適正配置計画を行う長所と短所

　極小規模校はへき地に位置することが多く、統合を

行った場合に通学距離と時間が大幅に伸びることがあ

り、NS では 20km になる距離を適正ではないと判断し

ている。また、統廃合を行うと先生の目が行き届かな

くなることや、登校拒否やいじめといった問題が起こ

るのではないかといった標準規模校に対する不安を感

じており、統廃合を行うメリットよりもデメリットの

ほうが大きい構図が作られている。

4-3. 共通した要因

⑤主体的な存在

　調査を行った 5 事例中 4 事例では適正配置計画発表

前後に地域団体が発足している。地域団体は学校や地

域の存続に危機感を感じて設立され、反対運動を中心

的に行う存在になる。地域団体は保護者や地域を取り

まとめる存在でもあり、OB,KT のように計画発表以前

に発足すると検討委員会と並行して学校の存続や地域

のあり方について協議し、統廃合推進に対して準備を

行うことができる。また、計画発表時に文書を提出す

るなど即時に対応することができる。

⑥共通した学校存続の願い

　適正配置計画に対して、地域は学校を存続させると

統廃合反対の考えを持つが、保護者には子どもの教育

を考えると極小規模校の環境が良いのかそれとも標準

規模の環境が良いのかといった葛藤がある。また、地

域にも自分たちの身勝手な思いで統廃合阻止を進めて

良いのかといった葛藤がある。両者の意見は地域団体

が協議会やアンケートを行う中で集約し、地域の願い

に保護者の願いを合わせて学校存続という共通した思

いをつくっている。

⑦持続性の創出

　入学者 0 人が続くと学校の運営が制限されるため、

NK では特認校制度を利用して児童数を確保し、学校に

持続性をもたらしている。また、OB では U ターン者、

KT,NS では定住促進団地に I ターン者として子育て世

代を定住させ、児童数確保だけでなく今後の地域の担

い手を育てている。また、地域団体が新たな拠点を作

り、夏祭り復活などの実践的な成果を上げ、地域が活

動的になる兆しをもたらす。地域が変化する実感が、

地域団体の原動力となり、また新たな変化を創り、地

域の持続性を創出している。

⑧場所的価値の向上

　へき地に立地する学校は地域の中で大規模かつ公共

的な建築である。学校は全ての自治会が共有し、祭事

や地域行事を行える唯一の場である。計画発表は学校

の価値を再認識させ、地域が学校行事に関わることや

新たな共同行事を始めるといった変化は、教育的価値

の向上だけでなく、学校の持つ公共的な価値の向上に

も繋がっている。NK,TT は学校改築時に保護者や地域

が携わっており、思い入れが強く自信のある学校がつ

くられている。

5. 結論

　統廃合を行わない決断は新しい学校づくりへと展開

する。みかん産業と密接な関わりをもつ学校 / 和太鼓

に取り組む学校 /NPO が守る学校 / 地域と共同運営す

る学校 / 年間 60 名の地域住民が講師になる学校、と

いったように独自の取り組みを行うことが学校に個性

を生み出している。北っ子メソッドやあいさつ運動の

ように小規模であるが故のきめ細やかな教育や機動力

を活かした地域との関わりはデメリットを積極的にメ

リットに変えており、そのような魅力ある学校づくり

は極小規模校の存続の道を示している。

　新しい学校づくりは地域活動にも影響を与える。適

正配置計画は地域に危機感をもたらし、団結力を生み

出す。そうして誕生する地域団体は統廃合反対運動だ

けでなく、やまゆり活動やふるさと学習など新たな学

校との関わりを始める。さらに若者定住促進活動や高

齢者支援などの地域存続のための取り組みを行い、新

たな地域づくり・地域自治のあり方を示している。

　学校統廃合は様々な問題を抱えている。また、統廃

合推進にはいずれ限界が訪れる。それならば、統廃合

ではなく「学校存続・地域存続」といった 1 つの目標

に対して、学校と地域が一体となり、活気を生みだし、

魅力のある学校と地域を形成すべきである。統廃合を

行わない決断は、ポジティブな連鎖を創り出し、学校

を、地域を存続させる新たな可能性を提示している。
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1. はじめに

1-1. 研究背景・目的

　児童数の減少や施設の老朽化、市町村合併を原因に

適正規模・適正配置を目的とした統廃合が進んでいる。

平成 27 年には新しい手引が公表され、その動向は今

後一層加速すると考えられる。しかし、各自治体の財

政の合理化や地域社会への公共的負担の軽減政策を背

景に、スケールメリットを追求することに留まり、ハー

ド・ソフト面の学校環境の充実といった統廃合の本質

的意義や立地・規模・地域事情・文化歴史等に配慮さ

れない統廃合が散見される。

　そこで本研究では統廃合を阻止した学校かつ、学校

単体として最も持続することが困難だと考えられる極

小規模校（5 学級以下で構成される複式学級を持つ小

学校）を対象に、小規模校存続のための論理、小規模

性を活用した学校活動のあり様、学校を拠点とした地

域活動の持続と発展を実証的に解明し、統廃合阻止プ

ロセスの知見を得ることを目的とする。

1-2. 研究方法

　対象事例は「全国市区町村教育委員会における小中

学校の適正規模や適正配置等に関する政策動向－学校

統廃合答申類の分析（国立教育政策研究所）」や全国

へき地教育研究連盟に加入する小学校から選出を行っ

た。学校長や教育委員会、地域団体へ統廃合阻止の実

態に関するヒアリング調査を実施した［表 1］。NK に

ついては 2009 年に広島工業大学栗崎真一郎准教授が

行ったヒアリングデータを参照した。

2. 統廃合阻止プロセスの実態

2-1.NS 小学校について［図 1］

　NS は現在の校舎に改築が行われた当時より小規模

で、地域と学校の共同行事が盛んに行われていた。ま

た、市の中でも過疎化が深刻に進む地域で市営住宅の

建設があり、多くの移住者が移り住む。しかし平成 11

年に町合併が行われ、平成 14 年に適正配置計画が発

表され、NS は統廃合の対象となる。発表に対して危機

感を抱いた地域は自治会長連合を母体に郷づくり協議

会を発足させ、学校存続の意識づけや地域のあり方に

ついて議論を重ねる。

　NS では保護者が学校存続を望むことを根拠に審議委

員会の協議の中で反対運動を行う。郷づくり協議会を

設立し、公募委員として審議委員会に参加することが

できたためこのような反対方法が取られている。「学

力に対する心配はなく、小規模性ならではの教育が実

践されており、現時点で魅力ある学校ができている」

「20km になる通学距離は子どもにとって適正なのか」

といった保護者の意見を郷づくり協議会が中心となっ

て取りまとめて議論を行った。審議委員会は保護者が

適正配置を望まないため見送りとする判断を下し、平

成 21 年には市長から自分の任期中は統廃合は実施し

ないとの宣言がある。

2-2.OB 小学校について［図 2］

　OB 地域は有数のみかん産地で、住民の多くが 2-3 世

代で暮らし、U ターン者として子育て世代の存在があ

る。学校設立時から完全複式であるため、古くから小

規模同士での小小連携や小中連携、複式教育の研究、

地域との関わりを持つ学校運営が行われてきた。現在

の祖父母世代は小規模、親世代は複式授業で育ったた

め、複式授業で育つのがこの地域の特徴と考えており、

保護者には共通して小規模や複式に対する抵抗が少な

い。平成 13 年に校舎の建て替えを訴えかけるために

地域から有志が集まり、校舎建築委員会を発足させる。

翌年には校舎建築委員会と保護者の間で小学校存続に

ついての協議会を開き、保護者の意見を元に小学校は

存続させるという結論で一致する。これは以前から OB

にて充実した小規模校教育が実践されてきた成果であ

る。その後、校舎建築委員会は早急な新校舎建設のた

めに尽力を尽くし、平成 16 年には学校隣接地の地権

者の協力を得て、新校舎の建設用地が確保される。地

域と保護者には子どもたちに安心安全な校舎を建てて

あげたいという共通した思いが高まる。しかし平成 17

年に市町村合併が行われ、平成 21 年に適正配置計画

が発表され、OB は統廃合の対象となる。

　OB では計画に対して、保護者が学校存続を望んでい

ることを根拠に、統廃合ではなく早急な校舎建設を訴

える。地域で学校を見守っていく決意、地域唯一の公

共施設である学校は地域づくりに必要不可欠であるこ

とを文書を通して教育委員会に伝える。文書提出は校

舎建築委員会を中心に行い、3 度目の提出時に市長か

ら統廃合は行わない旨の宣言がある。

2-3.KT 小学校について［図 3］

　町村合併後、KT 地域では当時から小規模であった小

学校の存続に危機感を感じ、小学校存続対策協議会を

発足させ、児童数確保を目的に若者の定住促進活動を

開始する。また、移住者や地元の若手が 20 年ぶりに

地域の祭りを復活させるなど地域活動の変化が起こり

始める。しかし、平成25年に適正配置計画が発表され、

KT は統廃合の対象となる。並行して地域では本格的に

地域づくりを行うために存続対策協議会を母体に NPO

法人 KT 未来会議を発足させる。地域の空き家利活用

を始め、続けてきた若者の定住促進活動により一層力

を入れる。

　KT では現方針ではなく対案の小中一貫校として統廃

合を実施することを望んでいる。これは未来会議が

行った住民アンケートをきっかけに、保護者目線であ

る子どものための教育と、地域目線である地域に学校

を残したいという両者の願いが一致し、実現できる唯

一の方法として提案している。未来会議を中心に文書

や質問状の提出を行うが計画変更には及ばず、地域で

は新たに小中一貫校調査会を結成し独自の調査を始め

る。平成 27 年には統合後使用校舎の改修を止めるた

めに行政訴訟を行い、統廃合計画の一部変更に至る。

2-4.NK 小学校について

　NK は平成 5 年に校舎の改築を行う。子どもたちのた

めに良い校舎を作ろうと地域住民や保護者が他県の校

舎見学を行い、完全複式に対応した木造の校舎を建設

する。また、平成6年には小規模のデメリットを克服し、

物怖じしない児童を育てたいという思いで全学年を対

象に当時の職員が和太鼓の練習を始める。平成 12 年

には一定の児童数確保を目的に、特認校認定を受け、

翌年には 8 名の転入学がある。しかし平成 15 年に適

正配置報告書が発表され、NK は統廃合の対象となる。

　NK では、立派な校舎があること、特長ある和太鼓の

取り組みがあること、特認校制度で児童数が確保され

ていることに対して満足していた保護者の意見を根拠

に反対運動が行われる。文書提出を行い協議を重ねる

が計画変更には及ばず、休校決定を推進する教育委員

会に対して弁護士会から休校決定は違法であるとの旨

の勧告書を提出する。それを受け、教育委員会は休校

延期の決定を行う。

2-5.TT 小学校について

　TT は平成 7 年に校舎の改築を行う。当時から児童数

が 80 名ほどの小規模校で、小規模同士での小小連携

や小中連携、地域との関わりを持つ小規模性を活かし

た学校運営が行われてきた。しかし平成 17 年に市町

村合併が行われ、平成21年に適正配置計画が発表され、

TT は統廃合の対象となる。

　TT では現時点の保護者の意見を根拠に地域委員会の

協議の中で反対運動を行う。SS 市の取り組みで計画発

表後に地域委員会が開かれるためこのような反対方法

が取られている。「今後 5 年間は児童数が横ばいであ

ること」「現在の少人数教育に満足している」といっ

た保護者の意見を受け、地域委員会は保護者が適正配

置を望まないため 5 年間凍結の判断を下す。

3. 統廃合阻止に伴う学校と地域活動の変化の実態

3-1. 統廃合阻止までの変化

　適正配置計画発表を期に、学校と地域活動は活発化

する。従来の活動を継続し発展させることや、子ども

や地域のために新たな取り組みに挑戦し始める。

3-1-1. 学校活動の変化

　NS では学校長が複式克服を目的に北っ子メソッドと

呼ぶ独自の教育手法を開始する。児童が学ぶ過程を教

員が補助するガイド学習（北っ子授業）により、自ら

学びを行う習慣をつける。また、朝のドリル学習（ス

キル学習）・スキル学習の検定（北っ子検定）・教員が

放課後に学習補助を行う放課後学習により徹底した支

援で基礎学力の定着を行う。放課後学習は小学校がへ

き地に立地し、近くに学習塾がないことから、教員が

自主的に取り組んでいる。さらに読書タイムやスピー

チタイムで本を読む習慣づけや、発表力の向上も行い、

小規模性を活かしたきめ細やかな教育を実践する。ま

た NK においては 1 人学級の学年では同年代の友達づ

くりや対話ができないといった課題を乗り越えるため

に、学校長の工夫で他市の極小規模校と合同で授業を

する小小連携の活動を行うようになる。

　統廃合阻止プロセスの中で保護者が現時点での学校

教育に対して満足しているため、学校活動は以前から

行う極小規模性を活かした活動を継続させる例が多

い。OB では教員が不完全な提示を出して仕掛けを作り

先導するユニバーサルデザインの授業を古くから研究

し、実践されている。また、NKでは和太鼓活動を継続し、

学外コンテストで幾度も優秀賞を受賞し、現在では特

徴ある活動の 1 つになっている。

　学校は児童が卒業すると保護者と疎遠な関係にな

る。学校長は保護者や地域との関わりを継続するため

に、新しい教員の赴任時に地域へ挨拶を行うことや、

学校だよりを通して行事の目的を伝えることで積極的

な関わりを求めるなどの工夫を行っている。

　教員は統廃合プロセスに直接的な関わりを持たない

ため、学校活動は変化が生まれにくい状態にある。し

かし、NS のように教員が主体的に独自の教育手法を行

うことや NK のように小規模性の克服を行うと、保護

者や地域の学校教育に対する評価が上がり、地域活動

や学校地域間連携活動の変化を誘発させる。

3-1-2. 地域活動の変化

　適正配置計画の発表は「学校を残さなければならな

い気持ち」をより一層に強くする。地域住民は廃校に

なると過疎化を引き起こし、地域の活性化が厳しくな

ると考え、統廃合反対を行うために新たな地域団体を

発足させる。地域団体は従来の自治会枠を超えた小学

校区で形成され自治会同士の結束を強くする。学校は

PTA に頼み難い内容を地域団体に依頼できることや、

学校活動で地域との連携を図りたい時に、以前は誰に

相談を行えば良いかわからなかったが、地域団体が集

約して相談を受けられる関係が出来る［3-1-3］。

　また、地域団体は学校存続という共通の目標を持ち、

強く団結する。その活動は学校存続の活動だけでなく、

地域を活性させ持続させていこうと言った活動に展開

する。KT では児童数確保のため子育て世代に限定して

定住を促進する活動が行われる。6 年間で 16 世帯 60

名の移住の実績を作り、その資金を元に入学祝い金を

贈呈する取り組みが行われる。この成果は行政にも認

められ、新たに移住者用の若者住宅団地を整備する取

り組みへと発展する。

　活動を進める中で、地域団体は課題に直面する。OB

では新しく移住者を受け入れる際に上手に関係を作り

従来の考え方を変えなければならないといった不安

や、KT,NS では設立した地域団体を引き継ぐ存在を育

成するために若者世代をさらに巻き込んでいかなけれ

ばならないといった地域固有の課題が見えてくる。

3-1-3. 学校地域間連携活動の変化

　地域団体は学校と地域を繋ぐ新たな存在になる。積

極的に学校との連携を行い、地域で子どもたちを守り

育てていく事に取り組む。KT では新しく 3 つの学校地

域間連携行事が始まる。「やまゆりの里づくり活動」

では以前は PTA が行っていたやまゆりを管理する役割

を地域団体が担うようになった。「和紙作り活動」で

は地域の伝統である和紙を復活させるため、地域団体

と学校が協力し苗植えから和紙作りを行う新たな取り

組みを開始した。「川遊び活動」においても同様に地

域団体と学校が協力し高度な技術を持つ地域住民が講

師となることで教員の負担を地域が担っている。

　TT においても、年間を通して 60 名程の地域住民が

講師として児童たちとこんにゃく作りやひょうたんづ

くりを行う「ふるさと学習」や、昔あそびやゲートボー

ルを行う「老人クラブとの交流会」といった新たな学

校と地域の関わりが始まる。上記の活動は小規模であ

るが故、またこれまでに築いてきた学校と地域の関係

があるからこそ取り組むことができ、魅力ある授業を

形成し、児童は貴重な経験を得ることが出来る。

　学校地域間連携活動で多くの変化が生じているのは

統廃合反対運動を行う中で地域が学校を支えていこう

と決断し、積極的に学校と関わりを作ろうとしている

ためである。地域の人材や環境など地域資源を活かし

た取り組みは、学校独自の取り組みとなり、新たな個

性を作り出している。

　また、運動会や学習発表会のような元は学校の行事

であったが児童数と共に活気の減少が感じられ、その

克服のために地域が関わりを持つ行事や、神社や地域

でのお祭りのような元は地域の行事であったが、地域

学習を行うことを目的に学校が関わりを持つ行事は、

何十年と行事が継続する中で学校と地域の共同行事と

して位置づけられたため全ての行事が継続している。

3-2. 統廃合阻止後の変化

　学校と地域活動の活発化は統廃合阻止後も継続して

行われる。NS では以前から続く学校と地域の密な関わ

りがある環境を活かし、更に関係を発展させるために

コミュニティ・スクール事業に取り組み、公開授業や

研究授業を始める。また、長年続くあいさつ運動に携

わる地域のおばあちゃんを表彰し、新聞に掲載すると

いった学校と地域の関係を継続させる工夫が行われ

る。NK では HP を通して少人数教育の成果を公表する

ことが行われる。和太鼓や水泳大会の受賞記録を発信

し、特認校制度による転入学児童を集める。

　KT や NS のように地域団体が発足し、積極的にまち

づくり活動を実践する地域は更なる変化が生まれる。

未来会議は高齢者生活支援サービスを始め、自立した

地域づくりに挑戦している。郷づくり協議会は学校存

続以外に地域を考える 4 つの部会を持ち、地域の神社

を登録有形文化財に指定するなどの変化を起こす。

4. 統廃合阻止の要因

　統廃合阻止の要因と学校・地域活動の変化が与える

影響を図 4,5 に示す。

4-1. 地域自治体の要因

①極小規模教育の魅力形成

　地域は学校で行われる授業に直接的な関わりを持ち

にくいと考えている。計画の発表を受け、地域がクラ

ブ活動やふるさと学習といった形で主体的に積極性を

持って学校行事に関わることや、神社の祭りや地域の

行事に子どもを呼び込み、地域で子どもを育てる実践

を行うことで、極小規模教育の魅力を作っている。

②学校を中心とした地域づくりの実践

　学校は過疎地域において独自の文化を守る象徴的な

建築としての価値を持ち、学校の消滅は地域コミュニ

ティの核の消失を意味する。そのため、地域ぐるみで

取り組む運動会や学習発表会を丹念に継続させること

や、NS のあいさつ運動のように学校を中心とした地域

づくりや地域活性化を発展させること、もしくは KT

のように取り組み始めようとする兆しを作ることで、

学校と地域の関係性を高めている。

4-2 保護者の要因

③複式教育の受け入れ、極小規模教育の評価

　適正配置計画では複式教育は教育の機会均等が図ら

れておらず、様々な活動に制限を生み、切磋琢磨する

機会が少ないと述べられている。しかし、保護者が参

観日等で複式授業を見学し「発表の機会が多く、授業

を自分で進行している (NK)」というように標準規模校

では行えない取り組みが行われていると判断すること

や、「中学校で生徒会長をやったり、バレー部でキャ

プテンをやったりと小規模だからこそ育つリーダー

シップがある (NS)」というように卒業生の活躍を実感

し小規模であるが故に育つ力があると判断することが

評価に繋がっている。保護者がこのような判断を行う

には、学校環境や小規模性を活かした独自の教育を行

う学校活動の取り組みが大きく関わっている。

④適正配置計画を行う長所と短所

　極小規模校はへき地に位置することが多く、統合を

行った場合に通学距離と時間が大幅に伸びることがあ

り、NS では 20km になる距離を適正ではないと判断し

ている。また、統廃合を行うと先生の目が行き届かな

くなることや、登校拒否やいじめといった問題が起こ

るのではないかといった標準規模校に対する不安を感

じており、統廃合を行うメリットよりもデメリットの

ほうが大きい構図が作られている。

4-3. 共通した要因

⑤主体的な存在

　調査を行った 5 事例中 4 事例では適正配置計画発表

前後に地域団体が発足している。地域団体は学校や地

域の存続に危機感を感じて設立され、反対運動を中心

的に行う存在になる。地域団体は保護者や地域を取り

まとめる存在でもあり、OB,KT のように計画発表以前

に発足すると検討委員会と並行して学校の存続や地域

のあり方について協議し、統廃合推進に対して準備を

行うことができる。また、計画発表時に文書を提出す

るなど即時に対応することができる。

⑥共通した学校存続の願い

　適正配置計画に対して、地域は学校を存続させると

統廃合反対の考えを持つが、保護者には子どもの教育

を考えると極小規模校の環境が良いのかそれとも標準

規模の環境が良いのかといった葛藤がある。また、地

域にも自分たちの身勝手な思いで統廃合阻止を進めて

良いのかといった葛藤がある。両者の意見は地域団体

が協議会やアンケートを行う中で集約し、地域の願い

に保護者の願いを合わせて学校存続という共通した思

いをつくっている。

⑦持続性の創出

　入学者 0 人が続くと学校の運営が制限されるため、

NK では特認校制度を利用して児童数を確保し、学校に

持続性をもたらしている。また、OB では U ターン者、

KT,NS では定住促進団地に I ターン者として子育て世

代を定住させ、児童数確保だけでなく今後の地域の担

い手を育てている。また、地域団体が新たな拠点を作

り、夏祭り復活などの実践的な成果を上げ、地域が活

動的になる兆しをもたらす。地域が変化する実感が、

地域団体の原動力となり、また新たな変化を創り、地

域の持続性を創出している。

⑧場所的価値の向上

　へき地に立地する学校は地域の中で大規模かつ公共

的な建築である。学校は全ての自治会が共有し、祭事

や地域行事を行える唯一の場である。計画発表は学校

の価値を再認識させ、地域が学校行事に関わることや

新たな共同行事を始めるといった変化は、教育的価値

の向上だけでなく、学校の持つ公共的な価値の向上に

も繋がっている。NK,TT は学校改築時に保護者や地域

が携わっており、思い入れが強く自信のある学校がつ

くられている。

5. 結論

　統廃合を行わない決断は新しい学校づくりへと展開

する。みかん産業と密接な関わりをもつ学校 / 和太鼓

に取り組む学校 /NPO が守る学校 / 地域と共同運営す

る学校 / 年間 60 名の地域住民が講師になる学校、と

いったように独自の取り組みを行うことが学校に個性

を生み出している。北っ子メソッドやあいさつ運動の

ように小規模であるが故のきめ細やかな教育や機動力

を活かした地域との関わりはデメリットを積極的にメ

リットに変えており、そのような魅力ある学校づくり

は極小規模校の存続の道を示している。

　新しい学校づくりは地域活動にも影響を与える。適

正配置計画は地域に危機感をもたらし、団結力を生み

出す。そうして誕生する地域団体は統廃合反対運動だ

けでなく、やまゆり活動やふるさと学習など新たな学

校との関わりを始める。さらに若者定住促進活動や高

齢者支援などの地域存続のための取り組みを行い、新

たな地域づくり・地域自治のあり方を示している。

　学校統廃合は様々な問題を抱えている。また、統廃

合推進にはいずれ限界が訪れる。それならば、統廃合

ではなく「学校存続・地域存続」といった 1 つの目標

に対して、学校と地域が一体となり、活気を生みだし、

魅力のある学校と地域を形成すべきである。統廃合を

行わない決断は、ポジティブな連鎖を創り出し、学校

を、地域を存続させる新たな可能性を提示している。

学校統廃合が引き起こすネガティブな連鎖
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1. はじめに

1-1. 研究背景・目的

　児童数の減少や施設の老朽化、市町村合併を原因に

適正規模・適正配置を目的とした統廃合が進んでいる。

平成 27 年には新しい手引が公表され、その動向は今

後一層加速すると考えられる。しかし、各自治体の財

政の合理化や地域社会への公共的負担の軽減政策を背

景に、スケールメリットを追求することに留まり、ハー

ド・ソフト面の学校環境の充実といった統廃合の本質

的意義や立地・規模・地域事情・文化歴史等に配慮さ

れない統廃合が散見される。

　そこで本研究では統廃合を阻止した学校かつ、学校

単体として最も持続することが困難だと考えられる極

小規模校（5 学級以下で構成される複式学級を持つ小

学校）を対象に、小規模校存続のための論理、小規模

性を活用した学校活動のあり様、学校を拠点とした地

域活動の持続と発展を実証的に解明し、統廃合阻止プ

ロセスの知見を得ることを目的とする。

1-2. 研究方法

　対象事例は「全国市区町村教育委員会における小中

学校の適正規模や適正配置等に関する政策動向－学校

統廃合答申類の分析（国立教育政策研究所）」や全国

へき地教育研究連盟に加入する小学校から選出を行っ

た。学校長や教育委員会、地域団体へ統廃合阻止の実

態に関するヒアリング調査を実施した［表 1］。NK に

ついては 2009 年に広島工業大学栗崎真一郎准教授が

行ったヒアリングデータを参照した。

2. 統廃合阻止プロセスの実態

2-1.NS 小学校について［図 1］

　NS は現在の校舎に改築が行われた当時より小規模

で、地域と学校の共同行事が盛んに行われていた。ま

た、市の中でも過疎化が深刻に進む地域で市営住宅の

建設があり、多くの移住者が移り住む。しかし平成 11

年に町合併が行われ、平成 14 年に適正配置計画が発

表され、NS は統廃合の対象となる。発表に対して危機

感を抱いた地域は自治会長連合を母体に郷づくり協議

会を発足させ、学校存続の意識づけや地域のあり方に

ついて議論を重ねる。

　NS では保護者が学校存続を望むことを根拠に審議委

員会の協議の中で反対運動を行う。郷づくり協議会を

設立し、公募委員として審議委員会に参加することが

できたためこのような反対方法が取られている。「学

力に対する心配はなく、小規模性ならではの教育が実

践されており、現時点で魅力ある学校ができている」

「20km になる通学距離は子どもにとって適正なのか」

といった保護者の意見を郷づくり協議会が中心となっ

て取りまとめて議論を行った。審議委員会は保護者が

適正配置を望まないため見送りとする判断を下し、平

成 21 年には市長から自分の任期中は統廃合は実施し

ないとの宣言がある。

2-2.OB 小学校について［図 2］

　OB 地域は有数のみかん産地で、住民の多くが 2-3 世

代で暮らし、U ターン者として子育て世代の存在があ

る。学校設立時から完全複式であるため、古くから小

規模同士での小小連携や小中連携、複式教育の研究、

地域との関わりを持つ学校運営が行われてきた。現在

の祖父母世代は小規模、親世代は複式授業で育ったた

め、複式授業で育つのがこの地域の特徴と考えており、

保護者には共通して小規模や複式に対する抵抗が少な

い。平成 13 年に校舎の建て替えを訴えかけるために

地域から有志が集まり、校舎建築委員会を発足させる。

翌年には校舎建築委員会と保護者の間で小学校存続に

ついての協議会を開き、保護者の意見を元に小学校は

存続させるという結論で一致する。これは以前から OB

にて充実した小規模校教育が実践されてきた成果であ

る。その後、校舎建築委員会は早急な新校舎建設のた

めに尽力を尽くし、平成 16 年には学校隣接地の地権

者の協力を得て、新校舎の建設用地が確保される。地

域と保護者には子どもたちに安心安全な校舎を建てて

あげたいという共通した思いが高まる。しかし平成 17

年に市町村合併が行われ、平成 21 年に適正配置計画

が発表され、OB は統廃合の対象となる。

　OB では計画に対して、保護者が学校存続を望んでい

ることを根拠に、統廃合ではなく早急な校舎建設を訴

える。地域で学校を見守っていく決意、地域唯一の公

共施設である学校は地域づくりに必要不可欠であるこ

とを文書を通して教育委員会に伝える。文書提出は校

舎建築委員会を中心に行い、3 度目の提出時に市長か

ら統廃合は行わない旨の宣言がある。

2-3.KT 小学校について［図 3］

　町村合併後、KT 地域では当時から小規模であった小

学校の存続に危機感を感じ、小学校存続対策協議会を

発足させ、児童数確保を目的に若者の定住促進活動を

開始する。また、移住者や地元の若手が 20 年ぶりに

地域の祭りを復活させるなど地域活動の変化が起こり

始める。しかし、平成25年に適正配置計画が発表され、

KT は統廃合の対象となる。並行して地域では本格的に

地域づくりを行うために存続対策協議会を母体に NPO

法人 KT 未来会議を発足させる。地域の空き家利活用

を始め、続けてきた若者の定住促進活動により一層力

を入れる。

　KT では現方針ではなく対案の小中一貫校として統廃

合を実施することを望んでいる。これは未来会議が

行った住民アンケートをきっかけに、保護者目線であ

る子どものための教育と、地域目線である地域に学校

を残したいという両者の願いが一致し、実現できる唯

一の方法として提案している。未来会議を中心に文書

や質問状の提出を行うが計画変更には及ばず、地域で

は新たに小中一貫校調査会を結成し独自の調査を始め

る。平成 27 年には統合後使用校舎の改修を止めるた

めに行政訴訟を行い、統廃合計画の一部変更に至る。

2-4.NK 小学校について

　NK は平成 5 年に校舎の改築を行う。子どもたちのた

めに良い校舎を作ろうと地域住民や保護者が他県の校

舎見学を行い、完全複式に対応した木造の校舎を建設

する。また、平成6年には小規模のデメリットを克服し、

物怖じしない児童を育てたいという思いで全学年を対

象に当時の職員が和太鼓の練習を始める。平成 12 年

には一定の児童数確保を目的に、特認校認定を受け、

翌年には 8 名の転入学がある。しかし平成 15 年に適

正配置報告書が発表され、NK は統廃合の対象となる。

　NK では、立派な校舎があること、特長ある和太鼓の

取り組みがあること、特認校制度で児童数が確保され

ていることに対して満足していた保護者の意見を根拠

に反対運動が行われる。文書提出を行い協議を重ねる

が計画変更には及ばず、休校決定を推進する教育委員

会に対して弁護士会から休校決定は違法であるとの旨

の勧告書を提出する。それを受け、教育委員会は休校

延期の決定を行う。

2-5.TT 小学校について

　TT は平成 7 年に校舎の改築を行う。当時から児童数

が 80 名ほどの小規模校で、小規模同士での小小連携

や小中連携、地域との関わりを持つ小規模性を活かし

た学校運営が行われてきた。しかし平成 17 年に市町

村合併が行われ、平成21年に適正配置計画が発表され、

TT は統廃合の対象となる。

　TT では現時点の保護者の意見を根拠に地域委員会の

協議の中で反対運動を行う。SS 市の取り組みで計画発

表後に地域委員会が開かれるためこのような反対方法

が取られている。「今後 5 年間は児童数が横ばいであ

ること」「現在の少人数教育に満足している」といっ

た保護者の意見を受け、地域委員会は保護者が適正配

置を望まないため 5 年間凍結の判断を下す。

3. 統廃合阻止に伴う学校と地域活動の変化の実態

3-1. 統廃合阻止までの変化

　適正配置計画発表を期に、学校と地域活動は活発化

する。従来の活動を継続し発展させることや、子ども

や地域のために新たな取り組みに挑戦し始める。

3-1-1. 学校活動の変化

　NS では学校長が複式克服を目的に北っ子メソッドと

呼ぶ独自の教育手法を開始する。児童が学ぶ過程を教

員が補助するガイド学習（北っ子授業）により、自ら

学びを行う習慣をつける。また、朝のドリル学習（ス

キル学習）・スキル学習の検定（北っ子検定）・教員が

放課後に学習補助を行う放課後学習により徹底した支

援で基礎学力の定着を行う。放課後学習は小学校がへ

き地に立地し、近くに学習塾がないことから、教員が

自主的に取り組んでいる。さらに読書タイムやスピー

チタイムで本を読む習慣づけや、発表力の向上も行い、

小規模性を活かしたきめ細やかな教育を実践する。ま

た NK においては 1 人学級の学年では同年代の友達づ

くりや対話ができないといった課題を乗り越えるため

に、学校長の工夫で他市の極小規模校と合同で授業を

する小小連携の活動を行うようになる。

　統廃合阻止プロセスの中で保護者が現時点での学校

教育に対して満足しているため、学校活動は以前から

行う極小規模性を活かした活動を継続させる例が多

い。OB では教員が不完全な提示を出して仕掛けを作り

先導するユニバーサルデザインの授業を古くから研究

し、実践されている。また、NKでは和太鼓活動を継続し、

学外コンテストで幾度も優秀賞を受賞し、現在では特

徴ある活動の 1 つになっている。

　学校は児童が卒業すると保護者と疎遠な関係にな

る。学校長は保護者や地域との関わりを継続するため

に、新しい教員の赴任時に地域へ挨拶を行うことや、

学校だよりを通して行事の目的を伝えることで積極的

な関わりを求めるなどの工夫を行っている。

　教員は統廃合プロセスに直接的な関わりを持たない

ため、学校活動は変化が生まれにくい状態にある。し

かし、NS のように教員が主体的に独自の教育手法を行

うことや NK のように小規模性の克服を行うと、保護

者や地域の学校教育に対する評価が上がり、地域活動

や学校地域間連携活動の変化を誘発させる。

3-1-2. 地域活動の変化

　適正配置計画の発表は「学校を残さなければならな

い気持ち」をより一層に強くする。地域住民は廃校に

なると過疎化を引き起こし、地域の活性化が厳しくな

ると考え、統廃合反対を行うために新たな地域団体を

発足させる。地域団体は従来の自治会枠を超えた小学

校区で形成され自治会同士の結束を強くする。学校は

PTA に頼み難い内容を地域団体に依頼できることや、

学校活動で地域との連携を図りたい時に、以前は誰に

相談を行えば良いかわからなかったが、地域団体が集

約して相談を受けられる関係が出来る［3-1-3］。

　また、地域団体は学校存続という共通の目標を持ち、

強く団結する。その活動は学校存続の活動だけでなく、

地域を活性させ持続させていこうと言った活動に展開

する。KT では児童数確保のため子育て世代に限定して

定住を促進する活動が行われる。6 年間で 16 世帯 60

名の移住の実績を作り、その資金を元に入学祝い金を

贈呈する取り組みが行われる。この成果は行政にも認

められ、新たに移住者用の若者住宅団地を整備する取

り組みへと発展する。

　活動を進める中で、地域団体は課題に直面する。OB

では新しく移住者を受け入れる際に上手に関係を作り

従来の考え方を変えなければならないといった不安

や、KT,NS では設立した地域団体を引き継ぐ存在を育

成するために若者世代をさらに巻き込んでいかなけれ

ばならないといった地域固有の課題が見えてくる。

3-1-3. 学校地域間連携活動の変化

　地域団体は学校と地域を繋ぐ新たな存在になる。積

極的に学校との連携を行い、地域で子どもたちを守り

育てていく事に取り組む。KT では新しく 3 つの学校地

域間連携行事が始まる。「やまゆりの里づくり活動」

では以前は PTA が行っていたやまゆりを管理する役割

を地域団体が担うようになった。「和紙作り活動」で

は地域の伝統である和紙を復活させるため、地域団体

と学校が協力し苗植えから和紙作りを行う新たな取り

組みを開始した。「川遊び活動」においても同様に地

域団体と学校が協力し高度な技術を持つ地域住民が講

師となることで教員の負担を地域が担っている。

　TT においても、年間を通して 60 名程の地域住民が

講師として児童たちとこんにゃく作りやひょうたんづ

くりを行う「ふるさと学習」や、昔あそびやゲートボー

ルを行う「老人クラブとの交流会」といった新たな学

校と地域の関わりが始まる。上記の活動は小規模であ

るが故、またこれまでに築いてきた学校と地域の関係

があるからこそ取り組むことができ、魅力ある授業を

形成し、児童は貴重な経験を得ることが出来る。

　学校地域間連携活動で多くの変化が生じているのは

統廃合反対運動を行う中で地域が学校を支えていこう

と決断し、積極的に学校と関わりを作ろうとしている

ためである。地域の人材や環境など地域資源を活かし

た取り組みは、学校独自の取り組みとなり、新たな個

性を作り出している。

　また、運動会や学習発表会のような元は学校の行事

であったが児童数と共に活気の減少が感じられ、その

克服のために地域が関わりを持つ行事や、神社や地域

でのお祭りのような元は地域の行事であったが、地域

学習を行うことを目的に学校が関わりを持つ行事は、

何十年と行事が継続する中で学校と地域の共同行事と

して位置づけられたため全ての行事が継続している。

3-2. 統廃合阻止後の変化

　学校と地域活動の活発化は統廃合阻止後も継続して

行われる。NS では以前から続く学校と地域の密な関わ

りがある環境を活かし、更に関係を発展させるために

コミュニティ・スクール事業に取り組み、公開授業や

研究授業を始める。また、長年続くあいさつ運動に携

わる地域のおばあちゃんを表彰し、新聞に掲載すると

いった学校と地域の関係を継続させる工夫が行われ

る。NK では HP を通して少人数教育の成果を公表する

ことが行われる。和太鼓や水泳大会の受賞記録を発信

し、特認校制度による転入学児童を集める。

　KT や NS のように地域団体が発足し、積極的にまち

づくり活動を実践する地域は更なる変化が生まれる。

未来会議は高齢者生活支援サービスを始め、自立した

地域づくりに挑戦している。郷づくり協議会は学校存

続以外に地域を考える 4 つの部会を持ち、地域の神社

を登録有形文化財に指定するなどの変化を起こす。

4. 統廃合阻止の要因

　統廃合阻止の要因と学校・地域活動の変化が与える

影響を図 4,5 に示す。

4-1. 地域自治体の要因

①極小規模教育の魅力形成

　地域は学校で行われる授業に直接的な関わりを持ち

にくいと考えている。計画の発表を受け、地域がクラ

ブ活動やふるさと学習といった形で主体的に積極性を

持って学校行事に関わることや、神社の祭りや地域の

行事に子どもを呼び込み、地域で子どもを育てる実践

を行うことで、極小規模教育の魅力を作っている。

②学校を中心とした地域づくりの実践

　学校は過疎地域において独自の文化を守る象徴的な

建築としての価値を持ち、学校の消滅は地域コミュニ

ティの核の消失を意味する。そのため、地域ぐるみで

取り組む運動会や学習発表会を丹念に継続させること

や、NS のあいさつ運動のように学校を中心とした地域

づくりや地域活性化を発展させること、もしくは KT

のように取り組み始めようとする兆しを作ることで、

学校と地域の関係性を高めている。

4-2 保護者の要因

③複式教育の受け入れ、極小規模教育の評価

　適正配置計画では複式教育は教育の機会均等が図ら

れておらず、様々な活動に制限を生み、切磋琢磨する

機会が少ないと述べられている。しかし、保護者が参

観日等で複式授業を見学し「発表の機会が多く、授業

を自分で進行している (NK)」というように標準規模校

では行えない取り組みが行われていると判断すること

や、「中学校で生徒会長をやったり、バレー部でキャ

プテンをやったりと小規模だからこそ育つリーダー

シップがある (NS)」というように卒業生の活躍を実感

し小規模であるが故に育つ力があると判断することが

評価に繋がっている。保護者がこのような判断を行う

には、学校環境や小規模性を活かした独自の教育を行

う学校活動の取り組みが大きく関わっている。

④適正配置計画を行う長所と短所

　極小規模校はへき地に位置することが多く、統合を

行った場合に通学距離と時間が大幅に伸びることがあ

り、NS では 20km になる距離を適正ではないと判断し

ている。また、統廃合を行うと先生の目が行き届かな

くなることや、登校拒否やいじめといった問題が起こ

るのではないかといった標準規模校に対する不安を感

じており、統廃合を行うメリットよりもデメリットの

ほうが大きい構図が作られている。

4-3. 共通した要因

⑤主体的な存在

　調査を行った 5 事例中 4 事例では適正配置計画発表

前後に地域団体が発足している。地域団体は学校や地

域の存続に危機感を感じて設立され、反対運動を中心

的に行う存在になる。地域団体は保護者や地域を取り

まとめる存在でもあり、OB,KT のように計画発表以前

に発足すると検討委員会と並行して学校の存続や地域

のあり方について協議し、統廃合推進に対して準備を

行うことができる。また、計画発表時に文書を提出す

るなど即時に対応することができる。

⑥共通した学校存続の願い

　適正配置計画に対して、地域は学校を存続させると

統廃合反対の考えを持つが、保護者には子どもの教育

を考えると極小規模校の環境が良いのかそれとも標準

規模の環境が良いのかといった葛藤がある。また、地

域にも自分たちの身勝手な思いで統廃合阻止を進めて

良いのかといった葛藤がある。両者の意見は地域団体

が協議会やアンケートを行う中で集約し、地域の願い

に保護者の願いを合わせて学校存続という共通した思

いをつくっている。

⑦持続性の創出

　入学者 0 人が続くと学校の運営が制限されるため、

NK では特認校制度を利用して児童数を確保し、学校に

持続性をもたらしている。また、OB では U ターン者、

KT,NS では定住促進団地に I ターン者として子育て世

代を定住させ、児童数確保だけでなく今後の地域の担

い手を育てている。また、地域団体が新たな拠点を作

り、夏祭り復活などの実践的な成果を上げ、地域が活

動的になる兆しをもたらす。地域が変化する実感が、

地域団体の原動力となり、また新たな変化を創り、地

域の持続性を創出している。

⑧場所的価値の向上

　へき地に立地する学校は地域の中で大規模かつ公共

的な建築である。学校は全ての自治会が共有し、祭事

や地域行事を行える唯一の場である。計画発表は学校

の価値を再認識させ、地域が学校行事に関わることや

新たな共同行事を始めるといった変化は、教育的価値

の向上だけでなく、学校の持つ公共的な価値の向上に

も繋がっている。NK,TT は学校改築時に保護者や地域

が携わっており、思い入れが強く自信のある学校がつ

くられている。

5. 結論

　統廃合を行わない決断は新しい学校づくりへと展開

する。みかん産業と密接な関わりをもつ学校 / 和太鼓

に取り組む学校 /NPO が守る学校 / 地域と共同運営す

る学校 / 年間 60 名の地域住民が講師になる学校、と

いったように独自の取り組みを行うことが学校に個性

を生み出している。北っ子メソッドやあいさつ運動の

ように小規模であるが故のきめ細やかな教育や機動力

を活かした地域との関わりはデメリットを積極的にメ

リットに変えており、そのような魅力ある学校づくり

は極小規模校の存続の道を示している。

　新しい学校づくりは地域活動にも影響を与える。適

正配置計画は地域に危機感をもたらし、団結力を生み

出す。そうして誕生する地域団体は統廃合反対運動だ

けでなく、やまゆり活動やふるさと学習など新たな学

校との関わりを始める。さらに若者定住促進活動や高

齢者支援などの地域存続のための取り組みを行い、新

たな地域づくり・地域自治のあり方を示している。

　学校統廃合は様々な問題を抱えている。また、統廃

合推進にはいずれ限界が訪れる。それならば、統廃合

ではなく「学校存続・地域存続」といった 1 つの目標

に対して、学校と地域が一体となり、活気を生みだし、

魅力のある学校と地域を形成すべきである。統廃合を

行わない決断は、ポジティブな連鎖を創り出し、学校

を、地域を存続させる新たな可能性を提示している。
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